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計画策定の背景 
 

（１）社会潮流の変化 

 

■人口構造の変化に伴い顕在化する諸問題 

我が国では、晩婚化や未婚率の上昇などを背景に出生率が低下し、少子化が進んでいます。

一人の女性が生涯に産む子どもの平均数にあたる合計特殊出生率は、2005 年（平成 17 年）

に過去最低の 1.26 を記録しました。その後、微増傾向に転じたものの、2018 年（平成 30 年）

では 1.42 と、人口の増減がない状態、いわゆる人口置換水準の 2.07 を大きく下回る状況が

続いています。2016 年（平成 28 年）の出生数は初めて 100 万人を割り込み、今後も少子化

の傾向は続くと予測されます。 

その一方で、「健康寿命世界一」の長寿社会を迎えています。65 歳以上人口は増え続け、

超高齢社会がさらに進むと見込まれており、また 2025 年（令和 7 年）には団塊の世代が 75

歳以上の後期高齢者となります。「人生 100 年時代の到来」と言われる中、長寿命化した個

人の生活を国や地方がどう支えていくのか、社会保障をはじめとした、持続性のある制度設

計が求められます。 

また、こうした少子・高齢化の進行による人口構造の変化は、市場の縮小や労働力不足に

よる経済活力の低下を招くことが懸念されます。あわせて、地域活動の担い手不足によるコ

ミュニティの弱体化、日常生活に欠かせない生活交通手段の不足、空き家・空き地の増加に

よる住環境の悪化など、社会生活や地域経済、行政運営への様々な影響が危惧されます。 

同時に、東京圏への人口一極集中も問題です。東京圏の人口は、日本の人口が減少に転じ

た 2011 年（平成 23 年）以降も、若者の進学や就職に伴い増え続けており、日本全体がバラ

ンスを保ちながら持続的な発展を遂げていくためには、東京圏への人口一極集中を早期に是

正していくことが求められます。 

 

■グローバル化の進展と社会経済情勢の変動による影響 

交通、情報通信基盤等の充実に伴い、人、モノ、カネ、情報の流れは地域や国の枠を越え、

世界規模へと拡大しています。貿易自由化の流れが加速するなど経済活動におけるグローバ

ル化は進展しており、地方においても国際的なつながりや競争力が一層求められる時代にな

っています。 

特に日本と地理的な結びつきが強いアジアの新興国の経済成長は続いており、その活力を

取り込むための取組が求められます。観光面においても、アジア諸国を中心に訪日外国人観

光客数が年々増加しており、2020 年（令和 2年）に開催される東京オリンピック・パラリン

ピックの効果でさらに増加するものと見込まれます。 

また、2019 年（平成 31 年・令和元年）には出入国管理法が改正され、外国人労働者の受

け入れ拡大を国として進めることになりました。今後は日本に定住する外国人はさらに増え

ていくと見込まれており、諸外国との人の移動や交流が加速していくことが予想されます。 

そのような中、国際社会全体が持続して発展をしていくためには、国や企業、個人が経済

利益を追求するだけではなく、社会や環境の問題にも関心や責任を持ち、持続可能な社会づ

くりに貢献していくことが求められており、国際的にＳＤＧｓ＊の取組が広がっています。 
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■ 第４次産業革命の進展と就業構造の転換 

    近年、ＩｏＴやＡＩ、ビッグデータ、ロボットなど技術革新が急速に進み、第４次産業

革命と呼ばれる産業・経済活動の大きな転換期を迎えています。こうしたイノベーション

は、自動運転や多言語翻訳、キャッシュレス化、遠隔医療・教育など、様々な分野に取り

入れられ、経済や社会生活における課題の解決や新たな価値の創造につながることが期待

されます。 

一方、このような技術革新に伴い、労働の一部が機械に代替されることによる失業問題

を引き起こす可能性も指摘されており、就業構造の転換に対応していくためには人材育成

や教育改革の必要性が求められます。 

しかしながら、労働力人口の不足が避けられない日本においては、第４次産業革命によ

る生産性の向上が、その解消に寄与するとともに、新しい産業や仕事、雇用が生み出され

ることが期待されます。 

 

■ 気候変動の深刻化と環境・エネルギーに対する関心の高まり 

地球温暖化の進行や生物多様性の喪失、資源やエネルギーの大量消費など、環境問題の多

くは国境を越えて深刻さを増しています。 

そのような中、2015 年（平成 27 年）の国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ

２１）では、2020 年（令和 2年）以降の温暖化対策の国際的な枠組みとなるパリ協定が採択

され、気温上昇の抑制や温室効果ガスの排出削減の目標などが定められました。 

我が国においても、化石燃料の消費に伴う二酸化炭素排出量の増大は、気候変動防止に向

けた取組を進めるうえでの懸念材料と捉えています。特に東日本大震災をきっかけに、「再

生可能エネルギー」の活用促進や、「省エネルギー」の取組に対する関心が高まっています。 

温室効果ガスの排出抑制や利活用を促進する低炭素社会や、廃棄物の削減や再利用等の促

進を通じて環境負荷を軽減する循環型社会、自然の恵みを享受し継承する自然共生社会を実

現していくことにより、かけがえのない恵み豊かな地球環境を将来世代に引き継いでいくこ

とができる「持続可能な社会」を形成していくことが求められます。その重要性は、多くの

人が認識するところとなってきており、従来の経済活動や生活様式を見直す動きが広がって

います。 

 

■ 安心・安全への意識の高まり 

東日本大震災の後も、熊本地震や九州北部豪雨（仮）などの大きな地震やこれまでに経験

したことがない豪雨、強い台風などが日本各地を襲い、これに伴う土砂災害や浸水などの大

規模な被害が相次いで発生しています。今後、首都直下型地震や南海トラフ地震などの発生

が危惧されていることもあり、施設の耐震化をはじめとしたハード整備の防災対策に加えて、

災害発生時にできる限り被害を小さくする減災に対する意識が高まっています。 

また、悪質な運転による交通事故、ストーカー犯罪、国境を越えた感染症、国際的なテロ

など、今まで想定できなかった事件や事故も発生しており、生活に潜む不安も複雑かつ多様

化しています。 

さらに、地域や家庭における教育力の低下や社会全体のモラルの低下などにより、深刻な

いじめや児童虐待の増加、犯罪の低年齢化などの問題があります。高齢者を狙った特殊詐欺

や子どもを巻き込むインターネット犯罪、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）も他人事

ではなくなっています。 

このような中、安全・安心に暮らしていくための地域を挙げた取組が必要になっています。 
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＊ ＳＤＧｓとは？ 

 ＳＤＧｓとは、Sustainable Development noals の略称であり、一般的に「持続可能な

開発目標」と訳されています。2001 年に策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の 

後継として、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 

アジェンダ」に記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標です。17 のゴール・169 

のターゲットから構成され、「地球上の誰一人として取り残さない」ことを誓っています。 

SDns は発展途上国だけでなく、 

先進国においても取り組む必要が 

あるユニバーサル（普遍的）な 

ものであり、経済・社会・環境の 

三つの側面を不可分のものとして 

調和させる統合的な取組として 

策定されています。 

■ ライフスタイルや価値観の変化と求められる共生 

社会の成熟化が進むにつれ、人々が尊重する価値観も多様化しており、経済的、物質的な

豊かさを重視するだけでなく、自然環境、文化・芸術、社会や環境に配慮した消費行動、健

康、ゆとり、癒し、人の絆といった、様々な心の豊さを重視する考えへと広がっています。 

このような価値観の変化は、趣味・嗜好にとどまらずライフスタイルにも表れてきており、

晩婚化・未婚化など家族のあり方や、仕事と生活の調和の重視など、一人ひとりの個性を尊

重する傾向が強まっています。それにより、行政や社会に対するニーズもより多様化・複雑

化しています。 

また、価値観の多様化に伴う意識の変化は、ボランティア活動やＮＰＯ活動などを通して

まちづくりに参加したいという「協働」への意欲にもつながっています。一方で、地域コミ

ュニティが希薄になり、その機能低下が問題となる中で、今後見込まれる移住者や在住外国

人の増加によって、これまで以上に多様な人と交流する機会が増えていくことを見据えて、

地域社会が多様性を受け容れる風土を醸成することが求められます。 

 

■ 厳しさを増す行政経営と自治体のあり方の議論の高まり 

人口減少、少子・高齢化の進行により、年金、医療、介護などの社会保障費は大幅な増加

傾向にあり、子育て支援や保育、教育などにかかる経費もさらなる増大が見込まれます。加

えて、高度経済成長期を中心に整備してきた公共施設・インフラの老朽化が進んでおり、建

設後５０年以上が経過する施設が多くなるため、その補修や維持・管理などに公的負担の増

加が避けられない状況となっています。 

また、経済・社会・環境の変化により、市民の行政に対するニーズもますます多様化して

おり、地方公共団体が担うべき役割は、以前に増して高度化・複雑化しています。 

これからの地方公共団体には、地域の実情に応じ、自らの発想と創意工夫をこらした「ま

ちづくり」を進めることや課題を解決することが求められます。今後さらに進む人口減少、

少子・高齢化を見据え、一地方公共団体では対応が難しい広域的な課題などに対する圏域単

位でのマネジメント体制の構築や、ＡＩなどを活用して職務の適正化をはかる「スマート自

治体」への転換の必要性も指摘されています。 

これからの暮らしを維持していくために、「公」「共」「私」の協力関係の構築が求められ

ます。 
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（２）わがまちの姿（佐賀市の特性） 

 

① 地理的特性 

本市は、九州北西部において、福岡、熊本、長崎のほぼ中央に位置しています。 

また、九州経済の中心であり、アジアのゲートウェイを標榜する福岡市と隣接しているこ

と、九州各地を結ぶ東西・南北の高速自動車道が交差する鳥栖ジャンクションに近接してい

ること、さらに九州佐賀国際空港を通じた首都圏や東アジアなどの国内外とのアクセスが確

保されていることなど、広域交流を拡大する恵まれた条件を備えています。 

 

② 自然的特性 

本市は、南北に長く、南は有明海に面し、北は脊振・天山山系により福岡県と接していま

す。北部の山間地から平野を下り有明海に注ぐ嘉瀬川、また、南東部には筑後川が流れてお

り、中南部の平野部は、クリークが縦横に巡る肥沃な佐賀平野が形成されています。 

 

③ 歴史的特性 

「さが」が歴史に登場したのは、「肥前国風土記」に遡り、日本武尊が九州御巡幸の時、

この地に楠の大樹が繁り栄えているのを見て「栄の国」と言われ、後に改めて「佐嘉郡（さ

かのこおり）」と呼ばれたと記されています。その後、明治時代に現在の「佐賀」という地

名となりました。 

江戸時代には鍋島氏が佐賀藩を治め、幕末には１０代藩主の鍋島直正（閑叟）が主導して、

藩独自で製鉄、加工技術、大砲、蒸気機関、電信などの研究や開発、生産を行い、最も近代

化された藩の一つとなりました。また、教育の充実にも力を入れることで、明治維新期に日

本の近代化を推進した多くの人材を輩出し、幕末の雄藩「薩長土肥」（肥＝肥前（佐賀））に

数えられています。 

また、佐賀市は 1889 年（明治 22 年）に市制を施行し、佐賀県の県庁所在地となりました。 

その後、昭和の大合併を経て、2005 年（平成 17 年）に、佐賀市、諸富町、大和町、富士

町、三瀬村が合併して新しい佐賀市が設置され、2007 年（平成 19 年）には、佐賀市、川副

町、東与賀町、久保田町が合併し、山から海まで多様な環境を有する現在の佐賀市となりま

した。 

 

※地名の由来には諸説がある。 
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④ 人口  

本市の人口は、1995 年（平成 7年）にピークを迎え、それ以降は緩やかに減少しています。

2015 年（平成 27 年）には、23.64 万人になっており、今後の予測では、2025 年（令和 7年）

には 23.06 万人になることが見込まれています。 

年齢階層別で見ると、少子・高齢化が進行し、2015 年（平成 27 年）の高齢化率は 26.0%

と概ね４人に１人が高齢者となっており、2025 年（令和 7年）には高齢化率が 29.7%と概ね

３人に１人が高齢者となることが予測されています。 

一方で年少人口割合（14 歳以下）及び生産年齢人口割合（15～64 歳）は減少し、特に生

産年齢人口割合の減少率が高くなっています。 

 

 

 

 
 

※資料：国勢調査 

 

 

   

※資料：国勢調査 

推計値 

推計値 

佐賀市の人口の推計 

佐賀市の年齢階層別人口割合の推移 
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⑤ 産業 

■ 産業構成 

本市の就業人口は、2000 年（平成 12 年）から緩やかな減少傾向が続いており、2010 年（平

成 22 年）には、11.24 万人となっています。2015 年（平成 27 年）には、景気の改善や女性・

高齢者等の就業が進んだことなどを背景として、11.52 万人に増加していますが、これまで

の傾向や人口減少、少子・高齢化の影響から予測すると、2025 年（令和 7年）には 11.31 万

人になると予測されます。 

産業の構成は、サービス業や卸売・小売業を中心とする第３次産業が高い割合を占めてい

ます。今後も第１次、第２次産業の割合が減少し、第３次産業へのシフトが一層進行するこ

とが予測されます。 

 

 

 

 

 
※資料：国勢調査 

  

推計値 
就業人口の推移 
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事業所数は、過去 10 年間の推移を見ると、緩やかに減少傾向が続いており、今後も後継

者不足などの影響から、2025 年（令和 7年）には 10,954 事業所になると予測されます。 

市内総生産額は、就業人口と同様に第３次産業が高い割合を占めています。今後は就業人

口や事業所数の減少による影響はあるものの、ＡＩやロボットなどの技術革新を背景として

企業等の生産性が向上していくことにより、市内総生産額はほぼ横ばいで推移するものと予

測されます。 

 

 

 

 

 

※資料：事業所・企業統計調査、経済センサス 

 

 

 

 

 

 

※資料：市町民経済計算 

推計値 

事業所数の推移 

市内総生産額の推移 

推計値 
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基本計画 

（分野別計画）  
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1-1 魅力ある観光の振興 

施策統括責任課 

観光振興課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

歴史や自然、文化などの観光資源が効果的に整備され、魅力的な観光地

として国内外から多くの観光客が訪れている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

観光入込客数（日帰り客） 万人 260.6  378.0 329.6 387.2 346.4 

観光入込客数（宿泊客） 万人 43.8 72.1  50.5 73.1  53.0 

観光客１人当たりの消費額 円 5,569 6,568 5,912 6,768 6,213 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 

 ・誘客や消費拡大などに向けた取組みのさらなる推進を図り、目標値の増加を目指す。 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市は、北部に広がる山地等の自然や温泉・ダム湖、南部の有明海等の豊かな自然、市街地の

歴史や文化、特徴ある景観など多種多様な観光資源を有しています。 

・九州最大の都市である福岡市に隣接していること、首都圏や東アジアからの路線が就航する有

明佐賀空港 九州佐賀国際空港を有していること、また、九州新幹線西九州ルートや有明海沿

岸道路が整備中であることから、観光客誘致の基盤となる広域交通網が充実してきています。 

【課題】 

・本市の観光入込客数は 2013 年（平成 25 年）時点 2018 年（平成 30 年）時点で年間 300 万人

強 450 万人、消費額は１人当たり 5,600 円 6,600 円程度です。今後は、市民の行楽や福岡市

をはじめとする近隣からの一層の誘客とともに、宿泊客の拡大や魅力あるサービスの提供によ

る観光消費の拡大を図ることが求められています。 

・福岡都市圏をはじめとする九州各地や西日本地域はもとより、有明佐賀空港 九州佐賀国際空

港と首都圏や東アジアの都市とを結ぶ路線を活用し、広域的に観光客の増加を図る必要があり

ます。 

・観光客誘致のためには、情報発信が極めて重要であり、広域的な連携も図りながら多様な観光

資源を効果的に結び付けてＰＲするとともに、ターゲットに応じた適切な情報発信ツールの活

用を図る必要があります。 
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・観光ニーズの多様化に対して、本市ならではの豊かな自然や歴史、温泉・ダム湖等の観光資源、

世界文化遺産に推薦された近代化遺産 また明治日本の産業革命遺産の構成資産の一つである

三重津海軍所跡＊等の歴史・文化を磨き上げるとともに、バルーンフェスタや佐賀城下ひなま

つりなどのイベントなどを による活性化等によりブランド力の向上を図り、観光産業の振興

に活かしていくことが求められています。 

・市民が佐賀の魅力を認識し、その発信に努めることとともに、一層のおもてなし意識の醸成が

求められています。 

・国際会議や全国会議、学会などは、交流人口の拡大や経済効果が期待できるため、本市の特性

を活かしたコンベンション＊の誘致に努める必要があります。 

・海外からの外国人観光客数の伸びが顕著であるため、その受け入れ体制の充実が求められてい

ます。 

・刻々と変化する観光客の消費ニーズを的確に把握し、魅力的な観光を提供していく必要があり

ます。 

【見直しの理由】 

 ・最新の数値や名称などを反映した。 

 ・飛躍的に増加している外国人観光客を呼び込み、市内での消費拡大につなげていく。 

 

■ 取組方針 

人口減少により国内市場が停滞する中、多様化する観光ニーズを踏まえ、佐賀市ならではの観

光の魅力を高め、国内外からの誘客と消費拡大を図ります。このため、観光機能の整備、戦略的

な観光プロモーション、市民等のおもてなし意識の醸成、コンベンションの誘致、外国人観光客

への対応、魅力的な観光商品の開発に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

1-1 

魅力ある観光の 

振興 

1-1-1 

観光機能の整備 

観光イベントの充実を図るとともに、自然や

健康、体験志向等のニーズを踏まえ、観光サ

ービスの質を高めるとともに、本市固有の資

源を活かした観光サービスの質 の磨き上

げ、ブランド力の向上等を図ります。 

1-1-2 

観光客の誘致 

ターゲットに応じた情報発信ツールを適切

に活用し、広域的な連携も図りながら本市の

観光情報やイメージを積極的かつ効果的に

発信することにより、宿泊客を中心とした観

光客の増加に努めます。 

1-1-3 

観光意識（おもてなし意識）

の醸成 

関連団体や市民が行う取組に対する支援や

人材の育成を通して、地域のおもてなし意識

の醸成を図ります。 

1-1-4 

コンベンションの誘致 

コンベンションの誘致に積極的に努めると

ともに、アフターコンベンション＊やビフォ

ーコンベンション＊の提案を行います。 
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1-1-5 

外国人観光客への対応 

急増する外国人観光客に快適な旅を楽しん

でもらえる体制を整えます。 

1-1-6 

観光産業の振興 

魅力的な観光商品の提供により、消費拡大を

図るとともに、観光推進体制を整え、観光産

業の振興に努めます。 

【見直しの理由】 

 ・飛躍的に増加している外国人観光客を呼び込み、市内での消費拡大につなげていく。 

・観光のマネジメントやマーケティングを主体的に行う観光推進体制を整える必要がある。 

 

■ 関連する計画 

観光振興戦略プラン（H19～） 
                                                          
＊三重津海軍所跡：佐賀藩の洋式海軍の拠点であり、洋式船の修理や製造などが行なわれ、日本初となる実用的な蒸気船「凌風

丸」が建造された場所であり、現存するものとしては国内最古の修理用ドライドック（乾船渠）が確認された。 

＊コンベンション：集会や会議、セミナー、博覧会や見本市などの大規模な催し。一般的な旅行者よりも１人当たり消費額が大

きいとされる。 
＊アフターコンベンション：コンベンション終了後に引き続き行われる行事等。自由行動としての周辺地域でのショッピングや

娯楽活動なども含まれる。 
＊ビフォーコンベンション：コンベンション開催前に行われる行事や準備のための会議等。 
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1-2 活力ある商工業の振興 

施策統括責任課 

商業振興課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

商業・工業の売上げが確保され、健全な経営がなされている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

年間商品販売額（商業） 億円 7,238  5,746 7,458  5,746 7,646 

年間製造品出荷額等（工業） 億円 2,426  2,786 2,576  3,232 2,708 

新規求人数 人 28,289 33,736 29,554 33,736 30,609 

【見直しの理由】 

（年間商品販売額） 

・統計調査の産業分類の見直し及び調査設計の変更に伴い、数値が大幅に減少したため。 

・社会情勢や人口推計を踏まえ現在基準値の維持を目標値とする。 

（年間製造品出荷額等） 

 ・現時点の成果指標をベースに、現在整備している工業団地が分譲開始となった年度に相応の

増加を見込む。 

（新規求人数） 

・現状で実績値が目標値を上回って推移しているが、工業団地の分譲開始や人口推計を踏まえ、

現在基準値の維持を目標とする。 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市の産業構成は、事業所数、従業者数ともに卸・小売業及びサービス業等の第３次産業が約

８割となっており、第３次産業が本市経済を支える大きな柱となっています。 

・本市の経済活力の源である商工業は、人口減少等に伴う国内市場の消費低迷や人手不足、経済

のグローバル化等の影響を受けて依然として厳しい状況にあり、特に工業は世界の景気動向に

左右される状況になっています。 

・県内では廃業率が開業率を上回っており、事業所数は減少傾向にあります。地域経済の新たな

担い手の創出が重要です。 

・Society 5.0＊（第５次科学技術基本計画＊）において、少子・高齢化、地方の過疎化等の課題

に対応した目指すべき社会が提唱され、ＡＩやＩｏＴ＊などの先端技術が様々な分野で活用さ

れている中、本市へのＩＴ系企業の進出が相次いでおり、ＩＴスキルを有した人材の需要が高

まっています。 
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【課題】 

・人口減少や少子・高齢化の進行、消費者の価値観の多様化、商業施設の郊外進出・大型化、イ

ンターネット販売の急速な伸張など、商業 、高齢化、国外との競争の激化、キャッシュレス

社会の伸展、後継者不足など、事業者を取り巻く環境は大きく変化しているため、成長分野へ

の事業展開や消費者ニーズに対応した商品・サービスの提供を図っていくことが求められてい

ます。 

・本市には地場産品である諸富家具や菓子産業など伝統的な技術・技法を受け継ぐ優れた事業所

が多く存在しますが、市内工業者の多くは 市内事業者の多くが中小零細企業であり、人材、

資金、技術力など経営資源の確保に関して大きな課題を抱えているため、人材育成や生産性の

向上に向けた経営への支援が必要となっています。 

・新たな企業の誘致は即効性のある雇用創出策であるとともに、地域経済活性化策の一つですが、

地域間競争が激化しており いる中、本市の強みを活かした企業誘致を促進していくためには、

企業ニーズに合う受け皿の準備が必要です。また、地域バイオマス＊資源を活用するため、関

連企業の誘致が求められています。 

・市民がいきいきと働き続けるためには、商工業のさらなる発展の下、快適な労働環境づくり 持

続的な発展を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場環境づくりを推進

することが求められています。 

・流通部門においては、農商工連携＊の更なる強化を図り、国内外を問わず、販路拡大を強力に

推し進める必要があります。 

【見直しの理由】 

・地域経済の活性化には、新たな担い手や産業の創出が必要となる。 

・ＩＴスキルを有した人材など、将来需要が高まる人材の育成は企業誘致の観点からも重要で

ある。 

・誰もが働きやすい職場環境整備は、企業等の人材確保の観点からも重要である。 

 

 

■ 取組方針 

経営基盤の強化に向けた支援や人材育成、商工団体との連携等により、既存商工業の経営安定

及び域内における経済循環の向上を図るとともに、地域ブランドの強化を促進します。また、雇

用の受け皿と地域経済の活性化策として企業誘致を進めるとともに、産学官の連携等による新産

業の創出、労働環境の向上、新たな市場開拓の支援と販路拡大に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

1-2 

活力ある商工業の

振興 

 

1-2-1 

既存商工業の経営支援 

意欲ある経営者の育成を行うなど、既存商工

業の経営支援を行います。また、地域の商工

団体や関係機関との連携を図ります。 

1-2-2 

地域ブランドの強化 

地場産業や伝統工芸品のブランド力向上と

ともに、異業種間の連携による新たな商品開

発を支援します。 
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1-2-3 

企業誘致と新産業の創出 

工業団地等を整備し、新たな企業の誘致を推

進します。また、起業の促進と新産業創出を

図るとともに、関係機関と連携して起業支

援・企業支援制度の充実を図ります。 

1-2-4 

創業支援等の取組強化 

創業希望者に対する支援制度の充実を図る

とともに、創業希望者の誘致・掘起しのため

創業機運の醸成を図ります。 

1-2-4 5 

雇用の確保と労働環境の向

上 

企業が必要とする人材の育成を支援すると

ともに、企業誘致や地元企業の支援により就

業機会の確保を図るとともに、 ります。ま

た、労働環境の向上と勤労福祉の充実を促進

します。 

1-2-5 6 

新たな市場開拓の支援と販

路拡大の促進 

国内にとどまらず、海外を視野に入れた市場

開拓を行い、地場産品等の販路拡大を促進し

ます。 

【見直しの理由】 

・人口減少、少子・高齢化が進行する中、地域経済を持続的に成長させていくためには、新た

な担い手の創出や人材の育成にも力を入れていく必要がある。 

 
                                                          
＊Society 5.0：「狩猟社会」「農耕社会」「工業社会」「情報社会」に続く、人類史上５番目の新たな社会を科学技術革新により生

み出していくとして政府が提唱。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ

り、新しい価値やサービスを創出し、経済成長や社会課題の解決につなげ、さらには社会変革につなげていくとするもの。 
＊第５次科学技術基本計画：科学技術基本法に基づき政府が策定する、10 年先を見通して科学技術の振興を総合的に行うための

５年間（2016 年度〜2020 年度）の計画。 
＊ＩｏＴ：Internet of Things の略。コンピュータなどの情報通信機器だけでなく、様々な「モノ（物）」に情報通信の機能を

持たせ、インターネットなどで相互に通信することにより、自動認識や遠隔操作などを行うもの。 
＊バイオマス：生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、一般的には再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いた

もの。 
＊農商工連携：農林漁業者と商工業者がそれぞれの資源、技術・ノウハウを持ち寄ることにより、付加価値のある新たな商品・

サービスの開発や提供を行うこと。 
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1-3 賑わいあふれる中心市街地の活性化 

施策統括責任課 

中心市街地活性化室 

 

■ めざす姿（成果目標） 

中心市街地は、魅力的に整備され、多くの歩行者で賑わっている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

主要商店街通行量 
（年間４日間 12 箇所計測） 

人 70,075 51,349 125,000 100,000 150,000 

中心市街地居住者数＊ 人 9,040 9,238 9,462 

【見直しの理由】 

・主要商店街通行量の目標値との乖離が大きくなっている。 

・既存の主要商店街通行量（歩行者）だけでは賑わいを十分に把握できないため、居住状況を

示す指標を追加する必要がある。 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・まちづくり３法＊の改正により大規模集客施設の郊外立地に規制が設けられましたが、本市で

は既に複数の大型商業施設が郊外に立地しているため、今後も中心市街地の商業活動は厳しい

状況が続くと予想されます。 

・このような中、定住人口は、近年のマンション建設等の影響もあり、2001 年（平成 13 年）を

底に増加傾向に転じています。また、主要商店街の歩行者の通行量は減少が続いてきましたが、

2012 年（平成 24 年）を境に増加傾向に転じており、賑わい回復の兆しが見られます。 

・人口減少社会が到来し、マンション建設等により増加傾向にあった定住人口や、回遊性向上の

取組によって回復傾向に転じていた主要商店街の通行量の伸びが鈍化してきています。 

・中心部の商店街組織が相次いで消失し弱体化が続いていますが に以前ほどの活力はないが、

中心市街地で活動する団体等が中心となって設立された「ＮＰＯ法人まちづくり機構ユマニテ

さが＊」を設立し、 はじめ、民間団体や学生が賑わいの創出に向けた活動を行っています。 

・今後は、人口減少や少子・高齢社会に対応した街づくりのため、中心市街地に都市機能＊を集

約する必要性がますます高まっています。 
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【課題】 

・中心市街地には、商業、文化、公共交通、公共機関、事務所等が集積していますが、かつての

賑わいを取り戻すためには、新たな集客拠点の整備 賑わいを創出するためには、利便性の高

い集客拠点や公共空間等の整備のほか、気軽に街歩きを楽しめる回遊性の高い街づくりが求め

られています。 

・中心市街地の人口は増加していますが、一方では、 また、空き地、空き家・ビル、老朽化し

た建物などが目立ち、防犯面や景観面、安全面での魅力低下を引き起こしており、土地・建物

の魅力的で効果的な活用が求められています。 

・商業活動については、郊外の大型店等との差別化が重要であるとともに、外国人滞在者を含め

た消費者ニーズを踏まえた利便性の強化が求められています。 

・中心市街地に多くの人が集まるよう、ハード整備のみならず、まちづくり団体や個人の参加を

促すソフト面の取組が求められています。 

【見直しの理由】 

 ・増加する外国人観光客などの集客を促進していくため、そのニーズへの対応が求められる。 

・民間団体や大学等と連携し、新たなまちづくりの担い手を創出していくことが必要である。 

 

 

 

■ 取組方針 

中心市街地の既存の社会資本を活かした賑わい創出拠点の整備や多様な公共施設、商業施設等

の立地促進など、都市機能のさらなる充実を図ります。また、訪れやすく気軽に街歩きを楽しめ

る回遊性の高い街づくりを推進するとともに、働く場としての業務機能の充実と街なか居住を推

進します。さらに、街づくりに取り組む市民活動団体の育成や街なかの情報発信の充実に取り組

みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

1-3 

賑わいあふれる中

心市街地の活性化 

 

1-3-1 

街なか再生の基盤整備 

４核エリア＊と佐賀駅周辺エリアを重点的に

整備します。また、関係者と連携し、中央大

通りを快適な通りとします。 

1-3-2 

街なか居住の推進 

空き家・空き店舗、空き地などの未利用地の

利活用を促進します。また、安心して暮らせ

る環境づくりを推進します。 

1-3-3 

魅力ある店舗・施設の整備

と立地促進 

子育て世帯、高齢者、若者、外国人滞在者な

ど、住民や来訪者等のそれぞれのニーズに合

致した店舗や公共施設、事務所等の立地促進

を図ります。 

1-3-4 

賑わい創出の支援 

市民や観光客が中心市街地に行きたくなり、

歩きたくなるような魅力的なイベントと街な

かの情報発信の充実を図ります。 
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1-3-5 

まちづくり団体との連携

の充実 と担い手の育成 

「ＮＰＯ法人まちづくり機構ユマニテさが」

を中心に、テナントリーシング＊の促進や市

民活動団体、大学、企業等との連携を進めま

す。また、新たな担い手の育成を推進します。 

【見直しの理由】 

 ・増加する外国人観光客の集客を促進していくため、そのニーズへの対応が求められる。 

・民間団体や大学等と連携し、新たなまちづくりの担い手を創出していくことが必要である。 

 

■ 関連する計画 

中心市街地活性化基本計画（H21～ 2009～） 

街なか再生計画（2011～） 

中央大通り再生計画（2015～） 

佐賀駅周辺整備基本計画（2019～） 
                                                          
＊中心市街地居住者数：佐賀市の中心市街地の区域内に居住している人口。 
＊まちづくり３法：ゾーニング（土地の利用規制）を促進するための「改正都市計画法」、生活環境への影響など社会的規制の側

面から大規模小売店出店の新たな調整の仕組みを定めた「大規模小売店舗立地法（大店立地法）」、空洞化する中心市街地の再

活性化を支援する「中心市街地活性化法」の３つの法律の総称。 
＊ＮＰＯ法人まちづくり機構ユマニテさが：佐賀市が認定したまちづくり団体。 
＊都市機能：居住、商業・業務、文化・交流、医療・福祉・教育など、その都市の住民に対するサービス及びその施設。また、

その都市の住民のみならず、周辺の人々が期待し利用するサービス及びその施設。 
＊４核エリア：「佐賀市街なか再生計画」において、集中的に賑わいの再生を図るべき拠点として位置付けた「エスプラッツ」、

「佐賀玉屋」、「佐嘉神社・徴古館周辺」、「柳町・呉服町周辺」の４つの核を結んだ区域。 
＊テナントリーシング：空き店舗や共同店舗に新しいテナントを探し、誘致して、不動産賃貸契約を行うこと。 
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1-4 総合的な農業の振興  

施策統括責任課 

農業振興課 

■ めざす姿（成果目標） 

農業者の所得が確保され、安定した経営がなされている。また、農業振

興地域において、整備された優良農地が保全されている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

農業産出額 億円 268.0 242.3  271.0 245.5  273.5 

農業振興地域における農用地区域
面積＊ 

ha 12,687 12,677 12,616 12,606 

【見直しの理由】 

 ・農業産出額については、農地の減少や生産品目の変更等により減少傾向になっているが、就

農者の増加や生産性の向上等を促進し、目標値は増加を目指す。 

■ 背景と課題 

【背景】 

・わが国の食料自給率が低迷する中で、本市は常に高い自給率を維持し、国内の食料供給基地と

なっています。しかし、担い手の減少や高齢化に加え、農産物の消費の減少に伴う価格の低迷

など、農業を取り巻く情勢は厳しさを増しています。一方で、消費者の食への安全・安心志向

はより高まっており、 ニーズは多様化しており、消費者が求める地元産を含めた安全・安心

な食料の安定供給のためには、農業の活力維持が重要性を増してきています 農業経営体が安

定した経営をしていることが重要です。 

・また、農地の荒廃を防ぎ、維持管理をしていかなければ、農業生産力の低下を招くだけでなく、

農地の持つ多面的な機能が損なわれ、水害等により市民生活へ大きな影響が及ぶことも懸念さ

れます。 

【課題】 

・環境に配慮した栽培方法や栽培履歴の表示など、食の安全に対する関心が高まっており、地元

産の“安全・安心”な農産物が求められています。 

・農作物の 農業所得を向上させるためには、収穫量を増加させる取組の強化、複合経営への転

換、付加価値を高める６次産業化＊の取組が求められています。 

・担い手の高齢化や後継者の減少により、農地の保全や管理が課題となっています。こうしたこ

とから、多様な担い手育成により、労働力の確保が求められています が進行しており、新規

就農者や多様な担い手の確保を進め、人材を育成することがますます重要となっています。 

・農業の振興や農村集落の活性化のためには、都市住民の力を活用することが重要であり、都市

と農村の交流や共生を促進する必要があります。 



19 

 

・農業生産と農村のコミュニティを支えるために、農村集落内の生活環境の向上を図る必要があ

ります。 

・農業用水路は、農業のほかに洪水防止や水源かん養＊等の多面的機能を有していますが、ほ場

整備＊事業により整備された水路については法面崩壊による機能低下が問題となっており、法

面等の保全と維持活動を行う必要があります。 

・洪水防止や水源かん養＊等の多面的な機能を有している農地や農業用水路を維持していくため

には、農村集落内の生活環境の向上を図る必要があります。また、ほ場整備＊事業により整備

された水路の法面崩壊による機能低下が課題となっています。 

・市街地周辺では、ほ場整備等の未整備地域が残っており、生産性の高い大規模水田地域の整備

を推進する必要があります。 

【見直しの理由】 

 ・消費者のライフスタイルの変化により、食に対する求める量、場所、質、品目などが多様化

している。また、輸入農産物の拡大が見込まれる中、国産の安全・安心な食料が求められる。 

 ・人口減少、少子・高齢化が進む中、担い手不足やそれによる問題が発生している。 

 

■ 取組方針 

付加価値の高い農産物の生産支援、６次産業化による加工品の開発等を促進するとともに、販

路の拡大を支援します。また、農地の集積や新技術の導入を進めるなど、農業生産の効率化・低

コスト化を推進します。 

集落の衰退を防ぎ、担い手を確保するため、農村集落の住民の生活環境整備を進めるとともに、

集落営農組織の法人化＊などの環境整備を行うことにより、効率的な生産環境を整えます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

1-4 

総合的な農業の振

興 

 

1-4-1 

農業経営力の強化 

ＪＡ等と連携し、生産性の高い品種の作付拡

大や、米の直播栽培 、スマート農業を活用し

たＩＣＴ＊や高度な環境制御技術などの新技

術の導入を進め、生産性向上と効率化を図る

ことにより、ります。また、マーケット・イ

ン＊による生産を進め、農業経営力の強化を

めざします。 

1-4-3 2 

地域ブランド＊の強化と販

路拡大の支援 

農産品の付加価値を高めるため、６次産業化

や農商工連携＊による特産品の開発を推進

し、ブランド化や販路の拡大を支援します。 

1-4-4 3 

担い手の育成と確保 

集落営農組織の法人化などの環境整備を行

い、担い手への農地の集積・集約化を進めま

す。また、就農意欲のある担い手の育成・支

援及び女性農業者等の多様な担い手の育成 

新規就農者の確保・育成のほか、女性農業者

や一般企業、外国人、農福連携＊など農業人

材の多様化を図ります。 
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【見直しの理由】 

 ・農業者の減少や高齢化の進行に伴う農業生産や農地管理等の問題に対応した取組を進めてい

く必要がある。 

 ・基本事業の記載順を、所得向上策→担い手確保策→地域農業策→農業基盤策のサイクルの順

番に組み替える。 

 

■ 関連する計画 

農業振興基本計画（H26～H30 2019～2023） 

農業振興地域整備計画（H21～H30 2019～2028） 

農村振興基本計画（H21～H30 2009～） 

田園環境整備マスタープラン（H21～H30 2009～） 

                                                          
＊農用地区域面積：市町村が策定する農業振興地域整備計画における「農用地区域」の面積。具体的には、農業振興地域の中で

も、今後概ね 10 年以上にわたり農業上の利用を確保し農業振興を図っていこうとする土地の面積を指す。 
＊６次産業化：農林漁業者（第１次産業）が農林水産物の生産だけではなく、自ら又は他業種と連携して加工（第２次産業）や

流通・販売 （第３次産業）までを行い、経営の多角化を進めることにより、所得の向上を図る取組。 
＊水源かん養：水田で利用される農業用水や雨水が地下に浸透し、時間をかけて下流域まで還元されて海へと到る水循環系を構

築すること。 
＊ほ場整備：機械化による生産性向上を目的とした、ほ場の作業効率向上のための基盤整備。排水機能の向上、区画の拡大、農

道の整備等を行う。 
＊集落営農組織の法人化：集落営農組織は、農業生産の効率化などを目的として、集落内の農家が共同作業や農業用機械の共同

利用などを行う営農形態である。法人化することにより、社会的信用力の向上、社会保険や労働災害保険への加入等による雇

用環境の充実など、経営安定化を通じた長期的経営体制の確立につながる。また、高齢等により農業を辞めた農家が保有する

農地の担い手としても期待できる。 
＊ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略。コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービスなどの総称。近年、ＡＩやロボティクスなどの技術革新が急速に進んでいる。 
＊マーケット・イン：生産したものを売るのではなく、需給を見込みつつ、消費者が求めるものを計画的に生産すること。 
＊農商工連携：農林漁業者と商工業者がそれぞれの資源、技術・ノウハウを持ち寄ることにより、付加価値のある新たな商品・

サービスの開発や提供を行うこと。 
＊農福連携：農業と福祉が連携する取組。働く機会を求める障がい者と労働力・担い手が不足する農業生産者が連携することで、

双方の課題解決を図る。 
＊環境保全型農業：農業の持つ物質循環機能を活かし、化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した農業。 
＊グリーンツーリズム：緑豊かな農村地域において、その自然・文化・人々との交流を楽しむ、滞在型の余暇活動。 

  

 
1-4-2 4 

地産地消と環境にやさし

い農業の推進 

市民の農業への理解促進に向けて地産地消を

推進します。また、安全・安心な食を求める

消費者ニーズに応えるため、環境保全型農業
＊の拡大を図ります。 

1-4-5 

都市と農村の交流推進 

農業への関心の高まりを活かし、グリーンツ

ーリズム＊や市民農園などを通じた交流を推

進するとともに、経済効果を伴う持続可能な

仕組みづくりを支援していきます。 

1-4-6 

農業基盤の保全と適切な

農地管理 

農業の生産性を維持・向上させるため、無秩

序な農地転用を防ぐ 守るべき農地を明確に

し、農地利用の最適化を図るとともに、農道

や用排水路の機能保全に努めます。また、集

落内の生活環境の向上と共同作業への支援に

より、集落全体で保全活動に取り組める環境

整備を行います。 
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1-5 森林保全と林業の振興  

施策統括責任課 

森林整備課 

■ めざす姿（成果目標） 

林業の経営が安定的に継続されており、あわせて森林が適切に保全され

ている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

木材生産額（素材生産額） 億円 0.98 1.33 2.03 2.36 

民有林に占める保安林の割合 ％ 36.8 37.4 38.7 40.3 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市の北部を中心に約 17,800ha の森林が広がり、市の総面積の約 42 41％を占めています。

森林は、林業の産業基盤ですが、近年の木材価格の一層の下落や後継者の不足等に伴い、人工

林の適切な維持管理が不十分となっており、荒廃が進んでいます。 

・森林は、林産物の生産の場であるとともに、水源のかん養＊、水害・土砂災害の防備、生態系

の維持機能や、地球温暖化の防止など、多くの公益的機能を有しています。 

・今日、地球温暖化の要因となる二酸化炭素の吸収源として森林の役割が注目されており、森林

を適切に保全していくことの重要性が高まっています。 

・森林整備を担っている林業が衰退し、森林が更に荒廃すれば、中山間地域だけの問題にとどま

らず、農業や水産業をはじめとして市民生活にも影響を及ぼすことが懸念されます。 

【課題】 

・森林資源を高度に利用しつつ、森林の公益的機能を引き出す林業は、森林保全に直接的につな

がっており、重要な役割を担っていますが、林業経営は厳しい状況が続いています。このため、

木材消費の拡大、効率的で安定的な木材の供給体制の再構築や基盤整備が求められています。 

・森林の適切な維持管理を図るため、災害に強い作業路や林道等の適切な配置と整備が求められ

ています。 

・林業後継者の施業技術の向上や新規就業者の確保が求められています。 

・間伐等の森林施業とともに、拡大する竹林への対応や広葉樹林化への誘導等も含めた多様な森

林づくりが求められています。 

【見直しの理由】 

 ・最新の数値を反映した。 



22 

 

■ 取組方針 

木材の供給から流通、加工、市内外での木材利用の促進など、林業の活性化に取り組みます。

あわせて、市内の森林の状況に応じた林内作業路や林道等の基盤整備、人材の育成に取り組みま

す。また、間伐等による適切な維持管理や多様な森林づくりを促進し、森林の保全・育成を図り

ます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

1-5 

森林保全と林業の

振興 

 

1-5-1 

市産木材の利用促進 

木材の消費を拡大するため、 森林の更新・循

環による適切な維持管理を図るため、公共事

業への積極的な市産材の活用に加え、 を進め

るとともに、補助制度の活用や新たな加工品

の研究・開発、木質バイオマス＊の活用など、

市産材の利用拡大を促進します。 

1-5-2 

効率的な供給体制の整備 

木材の安定した供給体制を再構築するため、

森林・林業再生の拠点づくりに取り組みます。 

森林施業の効率性に配慮し、災害に強い林内

作業路や林道等の基盤整備を行います。また、

新たな森林経営管理制度＊を活用し森林施業

の集約化や を行うとともに、高性能林業機械

の導入を促進し、効率性や安全性の向上を図

ります。 や新たな森林経営管理制度＊を推進

します。また、災害に強い林内作業路や林道

等の基盤整備を行い、高性能林業機械の導入

を促進するとともに、ＩＣＴ＊等の先端技術

を活用したスマート林業の実現に向けた取組

を進め、森林施業の効率化・省力化を図りま

す。 

1-5-3 

担い手の育成と確保 

森林施業プランナー＊や現場技術者・技能者

の資格取得を推進するとともに、若者にとっ

て魅力的な働きやすい環境づくりを支援しま

す。 

1-5-4 

森林の保全 

人工林の適切な維持管理や、広葉樹林化など

多様な森林づくりを推進します。企業や市民

活動団体等との協働による森林づくりや、森

林環境教育を進めていきます。また、保安林

の計画的な指定拡大に取り組みます。 

【見直しの理由】 

 ・林業経営や森林管理の適正化を図る新たな制度として「森林経営管理制度」が 2019 年度（平

成 31 年度）から始まり、広い森林を有する本市においても取組を進める必要がある。 
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■ 関連する計画 

森林・林業再生計画（H25～H34 2013～2022） 

森林整備計画（H23～H32 2011～2020） 

バイオマス産業都市構想（2014～） 

公共建築物木材利用促進方針（2011～） 
                                                          
＊水源のかん養：森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して川の流量を安定させる機能や、雨水が森林

の土壌を通過することによる水質浄化機能。 
＊バイオマス：生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、一般的には再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いた

もの。 
＊森林経営管理制度：適切な管理を行うことができない森林所有者の委託を受けて、市町村が森林の経営管理を行う制度。経営

に適した森林は林業事業体等に再委託し、経営に適さない森林は市町村が直接管理する。 
＊ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略。コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービスなどの総称。近年、ＡＩやロボティクスなどの技術革新が急速に進んでいる。 
＊森林施業プランナー：森林所有者に代わって森林経営計画を作成するとともに、施業提案書に基づき森林所有者から森林施業

を受託することにより、集約化施業を担う技術者。  
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1-6 特色ある水産業の振興  

施策統括責任課 

水産振興課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

水産業者の所得が確保され、安定した経営がなされている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

漁業生産額 億円 132.7 169.7 141.9 170.9 150.0 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市の水産業は、多くの河川から豊富な栄養分が流れ込み、広大な干潟と独特な生態系を有す

る有明海を舞台に営まれてきました。 

・漁業生産額のうち 99%をノリ養殖業が占めており、長年、生産量・生産額ともに日本一を維持

しています。しかし、有明海の環境変化によるノリ生産枚数の減少や漁業就業者の減少及び高

齢化、国外からのノリの輸入枠の拡大や価格低迷 変動など、大変 漁業をとりまく環境は厳し

い状況にあります。 

・近年のノリの消費傾向として、業務用の需要は増加しているものの、贈答用や家庭での消費は

伸び悩んでおり、商品単価が上がりにくい状況となっています。 

・かつてはクチゾコなどの魚種やタイラギ、アゲマキ、アサリなどの貝類が豊富に漁獲されてい

ましたが、近年は、底質土の悪化や 、赤潮の多発、 や貧酸素水塊＊の発生などにより、魚貝

類の漁獲量が激減しています。 

【課題】 

・ノリを活用した特産品づくりや、新たな水産物のブランド化を進め、販売の拡大を図ることが

求められています。 

・近年、食生活や食を取り巻く環境が変化してきている中、ノリの消費拡大と食文化を継承して

いくことが求められています。 

・漁業就業者の減少と高齢化が進む中、漁村地域の活性化と持続的な漁業経営をめざして、佐賀

県有明海漁業協同組合（漁協）の青年部や女性部などによる組織的な活動の促進や た後継者

の育成等が求められています。 
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・健全な漁港機能の維持とともに、消費者ニーズに対応した競争力のある水産加工品を安定的に

供給するため、製品の高品質化や生産コスト、労働時間の縮減等のための施設の整備が求めら

れています。 

・底質土の悪化や 、赤潮の多発、 や貧酸素水塊の発生などにより漁獲量が激減しているため、

漁場環境の保全・回復を図る必要があります。 

【見直しの理由】 

 ・漁業生産額はノリ１枚当たりの単価が出荷枚数の減少により高くなったことで、目標を上回

っているが、ノリの生産枚数は平成 22 年度をピークに減少傾向にある。また、ノリ以外の水

産物は、まだ資源回復の過程にある。水産業者の所得向上を図るためには、中期的には生産

額の大部分を占めるノリを中心とした取組を推進しつつ、更に漁場環境の保全に取り組んで

いく。 

 

■ 取組方針 

「佐賀海苔」ブランドの市場価値を一層向上させるための取組を支援します。 地域ブランド

「佐賀海苔」の販路拡大に取り組みます。また、漁協と連携し、漁業者の経営の安定化を図ると

ともに、漁協の長期的な経営方針の確立支援や 有明海の漁場環境の保全に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

1-6 

特色ある水産業の

振興 

 

1-6-1 

地域ブランドの強化と 

「佐賀海苔」の販路拡大の

支援 

ノリや有明海産の水産物のブランド化や付加

価値を高めた特産品の開発を支援します。ま

た、消費地への効果的なＰＲ活動や地元事業

者等との連携を進め、更なる販路拡大と消費

促進を図ります。 

ノリの食文化を継承していく取組を推進する

とともに、各種イベント等をとおして、地域

ブランド「佐賀海苔」をＰＲしていくことで、

ノリの消費と販路の拡大を図ります。 

1-6-2 

担い手の育成と確保 

漁業後継者の育成や経営能力、意欲のある漁

業者の育成に取り組みます。 

1-6-3 

水産業経営環境の整備 

漁業経営の安定と生産環境改善に向けて、浚

渫等による漁港の環境整備を進めるととも

に、ノリ製品の高品質化、生産コストの削減、

労働時間の短縮等のための施設整備を支援し

ます。また、佐賀県有明海漁業協同組合や佐

賀県と連携しながら、スマート水産業に向け

たＩＣＴ＊の活用を推進します。 

1-6-4 

漁場環境の保全 

ノリ養殖場やアサリ、サルボウ、アゲマキ、

ムツゴロウ、ワラスボ等の魚貝類の漁場環境

を改善し、漁場機能の回復を図ることにより、

生産力の向上及び漁業経営の安定化に取り組

みます。 
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【見直しの理由】 

 ・漁業生産額はノリ１枚当たりの単価が出荷枚数の減少により高くなったことで、目標を上回

っているが、ノリの生産枚数は平成 22 年度をピークに減少傾向にある。また、ノリ以外の水

産物は、まだ資源回復の過程にある。水産業者の所得向上を図るためには、中期的には生産

額の大部分を占めるノリを中心とした取組を推進しつつ、更に漁場環境の保全に取り組んで

いく。 

 

                                                          
＊貧酸素水塊：潮流の弱化、底質の悪化、大量の降雨、日射による表面水温の上昇、植物プランクトンの異常増殖などの複合的

要因により発生する、溶存酸素濃度が極度に低下した水塊。潮汐により移動し、海中・海底生物の大量死などの悪影響をもた

らす。 
＊ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略。コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービスなどの総称。近年、ＡＩやロボティクスなどの技術革新が急速に進んでいる。 
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2-1 総合的な防災・危機管理対策の充実  

施策統括責任課 

消防防災課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

災害に対応するための消防防災体制が充実しており、市民の防災意識が

高く、災害に対する備えができている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

近所の避難場所・避難所を知って
いる市民の割合 

％ 62.6 79.8 70.0 85.0 75.0 

非常持ち出し袋の準備や室内の地
震対策をしている市民の割合 

％ 19.8 23.6 38.0 50.0 

自主防災組織率 ％ 53.2 71.0 72.0 77.0 

 【見直しの理由】 

  現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・東日本大震災の発生により、市民の災害対策への関心が高まっています。また、本市でも気候

の変化などの影響による集中豪雨や台風、さらには竜巻、地震などの自然災害の発生が懸念さ

れています。 

・災害の被害を最小限に抑えるためには、自助＊・共助＊・公助＊のそれぞれの主体が災害への対

応能力を向上させるとともに、連携して活動できることが重要となっています。 

【課題】 

・本市の消防・救急活動については、これまで広域的な取組によって体制の充実を図ってきまし

た。今後も関係機関との連携を強化し、より効率的な体制の整備を推進することが求められて

います。 

・災害による被害を最小限にするためには、市民と行政が連携した防災体制の充実を図ることが

必要となります。このためには、日頃から市民の防災意識の醸成に努め、地域の防災力の向上

を図るとともに、地域と行政の連絡体制の確立が必要です。また、災害時に大きな役割を果た

している消防団は、団員数が減少しており団員の確保が急務となっています。 

・風水害や地震・津波災害などの自然災害や原子力災害のほか、新型感染症や、万一の武力攻撃、

大規模テロに対しても対策を講じておく必要があります。 

 

■ 取組方針 

風水害や地震災害など、あらゆる災害に対応するため、消防・救急体制の充実や地域の防災力

の向上、危機管理対策の充実などに取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-1 

総合的な防災・危機

管理対策の充実 

2-1-1 

消防･救急体制の充実 

佐賀中部広域連合（佐賀広域消防局）等との

連携を図り、消防施設や資機材を整備します。

また、救急業務での医療機関との連携の強化

に努めます。 

2-1-2 

地域の防災力の向上 

市民の防災意識の向上や自主防災組織の結

成・育成の強化、消防団の組織体制の整備を

進めるとともに、各種訓練の実施などにより、

災害への対応能力の一層の向上を図ります。

また、災害時における地域と行政の連絡体制

を構築します。 

2-1-3 

危機管理対策の充実 

新型感染症の発生、武力攻撃や大規模テロな

どに備え、正確な情報の収集・伝達に努める

など、国民保護計画＊等に基づく危機管理体

制の充実を図ります。 
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■ 関連する計画 

地域防災計画（H17～ 2005～） 

国民保護計画（H23～ 2011～） 
                                                          
＊自助：自ら（家族を含む）行動し、自分の身を守ること。 
＊共助：隣近所や友人・知人、また、地域活動やボランティア活動などにより、住民同士で助け合い、支え合うこと。 
＊公助：行政機関等が、住民の生命や財産などを守り、被害の軽減を図るため支援すること。 
＊国民保護計画：政府が定める国民の保護に関する基本指針に基づいて、地方公共団体などが作成する計画。国民の保護のため

の措置を行う実施体制や住民の避難・救援になどに関する事項などを定めている。 
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2-2 安全で美しい河川環境の適切な管理  

施策統括責任課 

河川砂防課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

河川等が適切に整備・管理され、多くの市民が水辺に親しみを持てる環

境が整っている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

河川整備率 ％ 73.0 79.2 76.5 80.0 79.0 

急傾斜地対策事業による危険箇所
解消率 

％ 59.4 60.7 62.5 65.0 

水辺空間に親しみを感じている市
民の割合 

％ 70.2 69.6 73.2 75.7 

【見直し理由】 

・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 

 

   

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市は、北部の山間部から有明海へ嘉瀬川をはじめとする多くの河川が流れ、北山ダム・嘉瀬

川ダムや田園地帯に広がるクリーク網など多様な水環境に恵まれています。 

・平野部は低平地であり、有明海の潮汐の影響を受けやすいため、円滑に雨水を排水することが

難しく、浸水被害を受けやすい環境にあります。 
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【課題】 

・近年、集中豪雨が頻発しており、平野部での河川改修や内水＊排除対策、有明海沿岸部の高潮

対策など治水のための更なる基盤整備が求められています。また、山間部においては、がけ崩

れ等の土砂災害の防止対策が緊急の課題となっています。 

・平野部の河川・水路では、水量が十分に確保されていないために水が行き届かない地域が見受

けられます。美しい水辺空間を保全するため、河川・水路の適切な管理と流量の維持を図る必

要があります。また、市民と一体となって取り組んでいる河川・水路の清掃活動への参加者数

は増加傾向にありますが、参加者の高齢化が進んでいるため、若年層や企業・学校等の一層の

参加が求められます。 の参加者は減少しており、河川清掃の現状と課題を踏まえ今後の取組

を検討する必要があります。 

【見直しの理由】 

・河川・水路の清掃活動は参加者が減少傾向にあり、河川環境を維持する上で大きな課題とな

ってきている。 

 

■ 取組方針 

河川改修等による治水対策や急傾斜地の土砂災害防止対策などの緊急の課題解決に取り組み

ます。また、河川・水路の浄化や市民との協働による清掃活動を推進し、水辺空間の保全を図り

ます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-2 

安全で美しい河川

環境の適切な管理 

2-2-1 

治水対策等の充実 

平野部における河川改修や内水排除対策、有

明海沿岸部における高潮対策などの治水対

策や、山間部の土砂災害防止対策など災害を

未然に防ぐ基盤整備を推進します。 

2-2-2 

水辺空間の保全 

河川・水路を適切に管理するとともに、国や

県などの関係機関との連携により流水機能

を維持し、適正な環境用水の配分を図りま

す。また、市民との協働による河川・水路の

清掃活動など河川環境の改善に取り組み、多

くの市民が水辺に親しみを持てる環境の保

全を図ります。 

 

■ 関連する計画 

排水対策基本計画（H26～H55 2014～2043） 
                                                          
＊内水：堤防で守られた内側の土地（人が住んでいる土地）に降る雨水のこと。市街地内の水路で排除できない大量の雨水、下

流河川の水位上昇により排除できない雨水が地表にあふれ内水氾濫を起こす。 
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2-3 地域で守る生活者の安全確保  

施策統括責任課 

生活安全課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、日常生活において事故・事件に巻き込まれることなく、安心し

て生活を送っている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

地域で、事故・事件にあうことな
く安全に暮らせると感じる市民の
割合 

％ 79.1   87.9  83.0 90.0  85.5 

犯罪率（人口 10 万人当たりの犯罪
件数） 

件 1,261 559 1,043  497   895 

人身交通事故発生率（人口 10 万人
当たりの人身交通事故件数） 

件 1,383 800 1,199  413 1,078 

【見直しの理由】 

・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市では、市民の安全を脅かす犯罪や交通事故について、警察や地域と連携しながら撲滅に向

けて取り組んできましたが、犯罪率や交通事故発生率は横ばい傾向にあり、 きた結果、犯罪率

や人身交通事故発生率は減少傾向にありますが、犯罪率は全国の平均よりは低いものの県の平

均と比べると高く、人身交通事故発生率は全国や県の平均と比べると高い状況です。 

・情報端末の普及や通信サービス等の多様化、高齢化の進行等に伴い、ＳＮＳ＊トラブルや投資商

法詐欺等、消費生活に関する新たな問題が顕在化しています。 
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【課題】 

・子どもや女性、高齢者等を狙った犯罪に対し、警察等の関係機関と連携して市民の防犯及び犯

罪被害者等への支援の意識を高めるとともに、地域全体で情報を共有しながら、犯罪に強い 安

全安心なまちづくりに取り組むことが求められています。 

・市民一人ひとりの交通安全に対する意識の向上とともに、子どもや高齢者等に対する交通安全

教育の推進が必要です。また、交通事故の実態に応じた対策が求められています。 

・情報通信技術の進展や消費の志向・形態の多様化に伴い、消費生活に関する問題が複雑化・高

度化しています。様々な分野についての相談が寄せられており、消費者の権利や安全、安心を

守る取組をより充実していく必要があります。 

【見直しの理由】 

 ・最新の状況を反映した。 

 ・平成 29 年 10 月に施行した「佐賀市犯罪被害者等支援条例」に基づき、犯罪被害者等が再び

平穏な生活を営めるよう支援を行っていく。 

■ 取組方針 

空き巣や窃盗等の犯罪対策に加え、近年、社会問題となっている子どもや女性、高齢者等を対

象とした犯罪対策にも力を入れ、地域と一体となって防犯対策に取り組みます。交通安全につい

ては、啓発や施設整備等を推進します。また、契約や商品・サービスに関わるトラブルについて

は、周知・啓発による未然防止や相談体制の充実を図ります。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-3 

地域で守る 

生活者の安全確保 

2-3-1 

防犯対策の充実 

地域の自主防犯組織の活動を支援するととも

に、警察、防犯協会、教育機関等の関係機関

と連携し、犯罪防止に向けた情報発信や啓発、

環境整備に取り組みます。また、犯罪被害者

等が必要とする施策を総合的に推進します。  

2-3-2 

交通安全の推進 

交通安全の意識や交通マナーの向上に向けた

啓発活動を展開します。 

企業、交通事業者や警察等の関係機関と連携

し、交通安全施設の整備とあわせて、交通安

全対策の充実を図ります。 

2-3-3 

消費者の安全確保 

悪質商法等の消費生活に関する情報提供や啓

発に努めるとともに、被害者救済のため、相

談事業の充実を図ります。 

情報端末の普及等に対応し、子どもから高齢

者までの消費者教育推進のため、教育委員会

をはじめ関係機関と消費生活センターとの連

携を図ります。 

【見直しの理由】 

・平成 29 年 10 月に施行した「佐賀市犯罪被害者等支援条例」に基づき、犯罪被害者等が再び

平穏な生活を営めるよう支援を行っていく。 
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■ 関連する計画 

交通安全計画（H23～H27 2016～2020）  
                                                          
＊ＳＮＳ：Social Networking Service の略。「人同士のつながり」を電子化するサービスのこと。ツイッターやフェイスブッ

クなど。 
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2-4 計画的な土地利用の推進  

施策統括責任課 

都市政策課 

■ めざす姿（成果目標） 

自然と都市が調和した計画的な土地利用が行われている、地域拠点連携

を踏まえたコンパクトで機能的なまちづくりができている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

自然と都市が調和した計画的な土
地利用が行われていると感じる市
民の割合 

％ 44.6 53.2 52.1 57.3 

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市は、北部には脊振・天山山系の山林や丘陵地が控え、市街地周辺には良好な田園環境が広

がり、南部には有明海沿岸にかけて広大な平野部を形成しています。本市の総面積約 43,100ha

約 43,184ha のうち、民有地面積は約 26,400ha 約 26,282ha であり、民有地の土地利用の状況

は、田畑が 45.7%45.4%、宅地が 13.9%14.3%、山林原野が 38.0%37.8%、その他が 2.4%2.5%です。 

・本市では、無秩序な開発を抑制し、計画的な土地利用を推進するため、線引き制度＊を導入し

ています。佐賀都市計画区域＊の面積は 22,085ha で、市街化区域が 2,950ha 2,955ha、市街化

調整区域＊が 19,135ha 19,130ha であり、土地利用の状況は、都市的土地利用が 30.3% 31.8%、

自然的土地利用が 69.7% 68.2%です。2010 年（平成 22 年）10 月には、本市の南部に位置する

川副町、東与賀町及び久保田町を佐賀都市計画区域に編入するとともに、その全域を市街化調

整区域に指定しています。 

・本市の土地利用は、これまで人口増加や経済成長を背景とした都市の拡大を前提として、「量」

の確保に重点が置かれてきました。そのため、平野部では、住宅や商業施設などの郊外立地が

進み、人口減少や経済の安定成長へと移行した現在においても依然としてその傾向にありま

す。 
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【課題】 

・人口減少社会の到来や急速な高齢化の進行、厳しい財政状況、環境問題の深刻化、多発する災

害、経済活動の停滞など刻々と変化する社会経済潮流の中、拡散型市街地＊の進展は、５０戸

連たん制度＊を含めた開発による郊外への市街地の拡大は、人口減少の歯止めに寄与している

一方で、空き地・空き家の増加要素の一つであり、また、社会資本の整備や維持管理に対する

費用対効果の低下や、市民の日常生活に必要な公共サービス機能の非効率化など、様々な問題

を引き起こす可能性があります 抱えており、対応が必要となります。 

・中山間地域では、人口の流出や高齢化が進んでおり、農林業の経営や地域コミュニティの活力

の低下などが問題となっています。 

【見直しの理由】 

・最新の数値を反映した。 

 

■ 取組方針 

効率的で持続可能な都市経営の観点から、多様な都市機能＊が集積する中心市街地などの既成

市街地と個性のある周辺地域の、それぞれの役割と規模に応じた拠点性の向上を図りながら、自

然と都市が調和した計画的な土地利用を推進します。 

また、中山間地域においては、豊かな自然環境と地域住民の生活環境との調和を図りながら、

自然の持つ多面的機能を将来世代が享受できるよう、土地の適切な管理・保全を図ります。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-4 

計画的な土地利用

の推進 

2-4-1 

土地の有効利用の推進 

社会経済情勢を見据えながら、限られた資源

である市土の有効利用を推進します。 

2-4-2 

土地利用の規制・誘導 

都市機能集約型や地域拠点連携型のまちづく

りの実現に向け、各種法規制や５０戸連たん

制度を含む開発許可制度＊の運用などによる

適正な の適正化を図り、土地利用の規制・誘

導を行います。 

2-4-3 

地籍調査の推進 

計画的に地籍調査を実施し、土地取引の円滑

化と活性化を推進します。 

 

■ 関連する計画 

都市計画マスタープラン（H19 2007 から概ね 20 年間） 

農業振興地域整備計画（H21～H30 2019～2028） 

森林整備計画（H23～H32 2011～2020） 

地籍調査基本計画（2016～2046） 
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＊線引き制度：無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域の２つのエリ

アに区分する制度。 
＊都市計画区域：市の中心の市街地を含み、かつ、自然的及び社会的条件並びに人口、土地利用、交通量等の現況及び推移を勘

案して、一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必要がある区域。 
＊市街化調整区域：市街化を抑制すべき区域。なお、市街化区域は、既に市街地を形成している区域及び概ね 10 年以内に優先的

かつ計画的に市街化を図るべき区域。 
＊５０戸連たん制度：市街化調整区域内の概ね５０以上の建築物が連たんしている区域で、一定の条件を条例で定めることによ

り開発行為を可能とする制度。 
＊都市機能：居住、商業・業務、文化・交流、医療・福祉・教育など、その都市の住民に対するサービス及びその施設。また、

その都市の住民のみならず、周辺の人々が期待し利用するサービス及びその施設。 
＊開発許可制度：線引き制度を担保するため、主として建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更（開発行為）

を都道府県知事等の許可に係らしめて、これにより、開発行為に対して一定の水準を保たせることを目的とした制度。 
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2-5 市民生活を支える総合交通体系の確立  

施策統括責任課 

企画政策課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、公共交通機関を快適に利用でき、主要な場所へスムーズに移動

することができる。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

公共交通機関（バス）の利用者数 万人 277.7 330.4 276.2  340.5 283.2 

市民一人当たりの公共交通機関
（バス）の利用回数 

回 12.0 14.1  12.4 14.7  13.2 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績が 2024 年の目標値を達成した。 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市では、高度経済成長期以降の車社会の進展とともに、商業施設等の都市機能＊が中心市街

地から郊外に分散したことから、日常的な移動手段として自家用車が多く利用されています。

しかし、今後は、高齢化の進行に伴い自らの や運転免許証の自主返納に伴い、移動手段を確

保できない市民の増加が見込まれることから、公共交通の必要性は高まっていくと予想されま

す。 

・本市の公共交通の中心であるバスの利用者は年々減少し、公営、民営に関わらず、経営は大変

厳しくなっており、 利用者が少ない中、交通事業者の経営は大変厳しく、運転士も不足して

いるため、交通事業者の経営努力だけでは路線の維持が困難になってきています。 

・市内には、九州横断自動車道佐賀大和インターチェンジやＪＲ佐賀駅、首都圏や海外を結ぶ有

明佐賀空港 九州佐賀国際空港が立地するほか、県内では九州新幹線西九州ルートや有明海沿

岸道路の整備が進んでおり 行われており、これらを活用した地域振興や都市間連携を推進し

ていくことが期待されています。 

【課題】 

・今後、自らの移動手段を確保できない市民が増加することが見込まれており、利用者ニーズに

合わせて必要なバス路線は維持し、市民の移動手段を確保することが必要です。また 一方、

人口が減少していく中で、路線維持に必要な歳出の増加が見込まれており、将来にわたって公

共交通を維持していくためには、利用者の減少に歯止めをかけ、さらには利用者を増やしてい

くことが求められています。 市民、交通事業者、行政等が連携・協力しながら利用者を増や

すことが求められています。 
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・有明佐賀空港 九州佐賀国際空港に就航する便数を増やし、利便性を向上していくためには、

更なる利用促進が必要です。また、九州新幹線西九州ルートは 2022 年（平成 34 年）の開業を

めざして、着実な事業推進が求められています。 佐賀県等との連携が求められています。 

【見直しの理由】 

 ・高齢者の運転免許証の自主返納に伴い、公共交通の必要性が高まる一方、運転士不足など路

線の維持が課題であり、市民、交通事業者、行政等が連携した公共交通のあり方を検討して

いく必要がある。 

 

■ 取組方針 

市民がスムーズに移動できるように、バスを中心とした利便性・効率性の高い公共交通ネット

ワークを構築するとともに、市民、交通事業者、行政等が連携・協力しながら、地域の特性に応

じた多様な公共交通の実現を図ります。 

地域間交流の促進や産業の振興のため、有明佐賀空港 九州佐賀国際空港の利用促進を図ると

ともに、九州新幹線西九州ルートの着実な整備を働きかけていきます。 整備のあり方について、

佐賀県をはじめ関係者と連携していきます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-5 

市民生活を支える

総合交通体系の確

立 

2-5-1 

生活交通の維持・確保 

市民の移動手段を確保するため、必要に応じ

てバス事業者への支援等を行います。市営バ

スは経営改善を図り、生活路線の維持に努め

ます。公共交通不便地域・空白地域 公共交通

空白地域・不便地域の解消を図るため、地域

と連携しながら地域の実状に応じた域内交通

の充実を図ります。 

2-5-2 

広域交通の利便性の向上 

有明佐賀空港 九州佐賀国際空港については、

引き続き佐賀県等とともに利用促進を図りま

す。また、九州新幹線西九州ルートの着実な

整備に向けて 整備のあり方について佐賀県

等と連携していきます。 

【見直しの理由】 

 ・人口減少、少子・高齢化が進む中、公共交通の空白地域・不便地域について、地域とともに

今後のあり方を検討していく必要がある。 

 

■ 関連する計画 

公共交通ビジョン（H23～H32 2011～2020） 
                                                          
＊都市機能：居住、商業・業務、文化・交流、医療・福祉・教育など、その都市の住民に対するサービス及びその施設。また、

その都市の住民のみならず、周辺の人々が期待し利用するサービス及びその施設。 
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2-6 道路ネットワークの充実  

施策統括責任課 

道路整備課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

地域の拠点間や市内の道路を快適で安全に通行できる。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

地域拠点間や市内の道路を快適で
安全に通行できていると感じる市
民の割合 

％ 54.2 56.7 63.8 65.3 

都市計画道路整備率 ％ 76.1 79.4 79.1 83.0 82.8 

【見直しの理由】 

・都市計画道路整備率について、事業進捗を踏まえ修正する。 

   

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市の道路ネットワークの骨格を形成する環状道路や中心部と市内主要地域をつなぐ道路につ

いては、概ね整備が完了していますが、主要地域間を結ぶ幹線道路に一部未整備区間が残って

います。 

・市街地や集落地では、道路の幅員が狭く段差がある箇所や、歩道が設置されていない箇所など

があり、日常生活において市民が不満や不安を感じているのが現状です。 

・都市間を連絡する広域道路については、九州横断自動車道が整備されており、現在は有明海沿

岸道路や佐賀唐津道路の整備が進められています。 
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【課題】 

・地域の交通課題に応じて、狭小道路の改善や歩行者や自転車に対する安全性の確保が求められ

ています。また、これまで整備してきた道路施設について、維持管理のための費用増加が見込

まれており、老朽施設の長寿命化を図り、道路占用工事も含めて、計画的・効率的な維持管理

が必要です。 

・主要幹線道路と市道との交差点でラッシュ時に渋滞が発生する箇所があり、渋滞緩和のための

対策が求められています。 

【見直しの理由】 

・限られた財源の中、施設の長寿命化が大きな課題である。 

 

■ 取組方針 

道路の拡幅改良、道路の通行空間の再配分、歩道の整備、自転車走行空間の整備などにより、

市民が快適で安全に通行できる交通環境の実現を図ります。また、道路の効率的な維持管理のた

め、市民の自主的な清掃活動への支援や、橋りょうを含む道路施設の長寿命化に取り組みます。 

他都市との交流基盤となる広域的な道路の整備を推進するとともに、市内の道路ネットワーク

の充実を図ります。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-6 

道路ネットワーク

の充実 

2-6-1 

生活道路の整備による快

適で安全な移動の確保 

費用対効果や緊急性の観点から優先度を判断

し道路整備を実施します。道路の整備に際し

ては、歩道や自転車走行空間のユニバーサル

デザイン＊化など、道路利用者の安全に配慮

します。また、地域の実情に応じた市民の自

主的な清掃活動への支援や、橋りょう、舗装

などの道路施設の予防的な維持補修などによ

る長寿命化を図り、交通の安全を確保すると

ともに、維持管理費用の縮減に努めます。 

2-6-2 

基幹交通網の整備による

円滑な移動の確保 

国、県と連携しながら有明海沿岸道路や佐賀

唐津道路の整備を推進するとともに、アクセ

ス道路の改良を進めます。また、市内の道路

ネットワークを構成する幹線道路の整備を行

うとともに、主要渋滞箇所の渋滞緩和を図り

ます。 

【見直しの理由】 

・限られた財源の中で、歩行者や自転車、自動車の安全性や利便性の向上していく必要があるこ

とから、現道幅での新たな整備手法も取り入れながら交通環境の充実を図っていく。 
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■ 関連する計画 

自転車利用基本 環境整備計画（H17～H31 2017～2026） 

橋りょう長寿命化修繕計画（2012～2024） 

都市計画道路整備プログラム（2018～2027） 
                                                          
＊ユニバーサルデザイン：製品・建物・空間・環境等を、高齢者や障がい者等だけでなく全ての人が利用可能であるように、最

初から考えてデザイン（計画・設計）するという概念。 
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2-7 安全で快適な住宅環境の充実  

施策統括責任課 

建築住宅課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、安全、快適で住みやすい居住空間を確保できている。 

 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

住居が安全快適で住みやすいと
感じている市民の割合 

％ 82.5 86.9 83.7 87.2 84.7 

市営住宅の建替による老朽化住
戸の改善率 

％ 21.7 60.8 83.0 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市では、人口が減少し、少子・高齢化が進む中で、単独世帯、核家族世帯の増加など世帯構

造が変化するとともに、単身障がい者も増えています。 

・市内には、2014 年（平成 26 年）4月時点 2018 年（平成 30 年）4月時点で市営住宅が 51 団地

（2,573 戸） 49 団地（2,536 戸）ありますが、屋根や外壁、室内水まわりなどが老朽化して

いるものが存在します。 

・1981 年（昭和 56 年）の建築基準法の耐震基準改定以前に建てられた建築物が市内に存在して

おり、これらの多くは耐震補強がなされていないため、耐震性の問題が指摘されています。さ

らに、2013 年（平成 25 年）に施行された「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により、

多くの人が利用する大規模建築物等 大規模建築物及び避難路沿道建築物等の耐震診断が義務

化されました。 
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【課題】 

・高齢者の増加や核家族化などの社会状況の変化により、住宅のバリアフリー化やユニバーサル

デザイン＊化など誰もが安心して快適に住み続けられる住環境づくりが求められます。 

・市営住宅については、真に住宅に困窮する低所得者のために公平・的確に供給する必要があり

ます。また、老朽化や狭小などの居住水準が低い住宅があるため、市営住宅全体の計画的な整

備が必要となっています。 

・耐震性が確保されていない建築物については、耐震補強等が適切に実施されるよう、啓発や指

導を徹底していく必要があります。 

【見直しの理由】 

 ・最新の数値や状況を反映した。 

 

■ 取組方針 

安全で快適な居住環境の実現のため、高齢者等に配慮した住宅の整備を支援するとともに、住

宅相談等の充実を図ります。市営住宅については、計画的な建替えや改善を行うとともに適正な

供給に努めます。また、建築物の耐震性を確保するために耐震化の促進に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

2-7 

安全で快適な住宅

環境の充実 

2-7-1 

快適な居住環境の充実 

高齢者や障がい者に配慮した住宅の整備を支

援するとともに、所有者等が住宅改修などに

安心して取り組めるよう住宅相談等の充実を

図ります。また、老朽化した市営住宅の計画

的な統廃合や高齢化対応などの改善により、

快適な居住環境を提供します。 

2-7-2 

建築行政の指導体制 

強化・推進 

住宅等の建築物の安全性・耐久性を高めるた

め、建築確認検査業務等において適切な指導、

助言を行います。また、建築物の耐震性を確

保するため、情報提供や啓発に努め、耐震診

断や耐震改修の促進のための支援を行いま

す。 

 

■ 関連する計画 

耐震改修促進計画（H20～H27 2008～2025） 

住宅マスタープラン（H20～H27 2016～2025） 
                                                          
＊ユニバーサルデザイン：製品・建物・空間・環境等を、高齢者や障がい者等だけでなく全ての人が利用可能であるように、最

初から考えてデザイン（計画・設計）するという概念。 
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3-1 互いに支え合う地域福祉の充実 

施策統括責任課 

福祉総務課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、自主的かつ継続的に地域の支え合い活動に参加し、地域の助け

合いにより安心して暮らしている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

地域での助け合いが行われている
と感じている市民の割合 

％ 66.9 70.9 71.2 75.0 

日常的に福祉活動を行っていると
思う市民の割合 

％ 26.9 31.0 31.2 35.0 

   

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市では、少子・高齢化の進行に伴う地域の相互扶助機能の弱体化や、超高齢社会＊における

福祉ニーズの多様化に対応するため、地域住民が主体となって見守り、助け合い、支え合う取

組の必要性が高まっています。 
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【課題】 

・多様化する福祉ニーズに対応するため、自助＊・互助＊・共助＊・公助＊による課題解決の仕組

みづくりや地域福祉＊の担い手となる人材の確保が求められています。 

・校区の社会福祉協議会や地域自治組織などを中心とした、見守り活動やちょこっとボランティ

ア＊活動など、地域に根ざした福祉サービスの充実が求められています。 

・地域社会において支えを必要としている人やその家族のための相談機能の強化など、総合的な

体制づくりが求められています。 

【見直しの理由】 

・地域共生社会の実現に向けて、身近な人間関係の中で自発的な助け合いや支え合い「互助」

を含めた取組が必要となる。 

 

■取組方針 

市民の生活拠点である地域で、自分らしく安心して充実した生活が営めるように、地域住民に

よる支え合いの仕組みや人づくり、相談機能の強化など、総合的で多機能な支援サービスの提供

に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

3-1 

互いに支え合う地

域福祉の充実 

 

3-1-1 

地域による福祉活動の推

進 

地域の理解と協力、役割分担のもと、 地域内

での役割分担や連携のもと、地域住民自らが

行う福祉活動に必要な初期整備や運営基盤 

体制づくりを支援することにより、地域福祉

の担い手を拡大します。 

3-1-2 

福祉サービスの充実 

市民、市民活動団体、民生委員・児童委員、

社会福祉協議会等の関係機関と連携し、総合

的な支援体制を構築して、多様なニーズに対

応する福祉サービスを提供します。 

【見直しの理由】 

・互助の理念である自発性な行動を前提として、役割を明確にし、それぞれが連携を進めてい

く体制づくりが必要となっている。 

 

■ 関連する計画 

地域福祉計画（H23～H27 2016～2020） 
                                                          
＊超高齢社会：総人口に占める 65 歳以上の人の割合を高齢化率といい、高齢化率が 21％を超えた社会のことをいう。 
＊自助：自ら（家族を含む）行動し、問題の解決を図ること。 
＊互助：近隣の身近な人間関係のなかでの自発的な制度化されていない助け合い、支え合いのこと。 
＊共助：地域で暮らす人たちの地域活動やボランティア活動などにより、組織的に協力し合う制度化された助け合い、支え合い

のこと。 
＊公助：個人や地域などで解決できない問題に対して、行政機関等の支援により、問題の解決を図ること。  
＊地域福祉：それぞれの地域において人びとが安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者がお互いに協力して地

域社会を築いていく取組。 
＊ちょこっとボランティア：地域の中で、生活上のちょっとした困りごとを手助けするボランティアを募集・登録し、依頼があ

った時にそのボランティアが手助けを行い、困りごとを解決する取組。  
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3-2 住み慣れた地域で安心して暮らす高齢者福祉の充実 

施策統括責任課 

高齢福祉課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

高齢者は、介護状態にならないよう予防に努めながら、生きがいを持つ

ことや社会参加することなどによって、住み慣れた地域で自分らしくい

きいきと暮らしている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

自分らしくいきいき生活している
高齢者の割合 

％ 65.4 71.0 70.8 75.0 

要介護（要支援を含む）認定を受
けている人の割合 

％ 19.7 20.3 20.9 22.0 

   

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・全国的な高齢化の進行と同様に、本市の高齢化率も 2013 年（平成 25 年）3月末で 23.9％ 2018

年（平成 30 年）3 月末で 27.2％に達しており、今後も高齢者の割合は増加することが見込ま

れます。 

・高齢者のみの世帯や認知症高齢者など支援を必要とする市民の増加が見込まれます。 

・介護や医療に係る社会保障費の増加が懸念されます。 
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【課題】 

・高齢者が住み慣れた地域で、生きがいを持って安心して暮らし続けていくための環境づくりや

高齢者を身近で支える家族へのサポートが必要です。 

・高齢者一人ひとりが心身ともに健康を保ち、介護を必要としない状態を長く維持していくこと

が重要です。 

・高齢者が孤立することなく、長年培ってきた知識や経験、技能を活かし、生きがいを持って社

会に参加できる環境づくりが求められています。 

・老後に健康で安定した生活を送るため、介護保険制度や国民年金制度、高齢者医療制度が適正

に運営されるよう、各制度の重要性について周知し、医療費等の社会保障費の動向を広く理解

してもらう必要があります。 

【見直し理由】 

 ・最新の数値を反映した。 

 

■取組方針 

高齢者が生きがいを持って、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるようにするため、高

齢者の生活支援を推進するとともに、医療と介護の連携を進め、支援の担い手育成など地域で支

える体制を整えます。また、介護状態にならずにいきいきと過ごせるように、健康づくりや介護

予防を推進し、生きがいづくりの機会や社会参加の場づくりに取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

3-2   

住み慣れた地域で

安心して暮らす高

齢者福祉の充実 

 

3-2-1 

在宅生活・地域生活への支

援 

高齢者が、住み慣れた地域において、在宅で

充実・自立した生活を送ることができるよう、

外出や家事支援などの日常生活を支援しま

す。また、在宅医療・介護を一体的に提供し、 

在宅医療・介護の一体的な提供や地域の多様

な主体による日常生活の支援を行うととも

に、認知症の高齢者に対する支援の取組を進

め、高齢者を地域で支える体制づくりを推進

します。 

3-2-2 

介護予防の推進 

高齢者が、要介護状態にならないように、地

域の相談窓口の拠点である「おたっしゃ本舗

（地域包括支援センター）＊」を活用した健

康づくりや介護予防を推進します。 

3-2-3 

介護保険事業の円滑な 

推進 

介護保険制度への理解を高めるため、広報の

充実を図ります。また、相談窓口の充実によ

り、質の高い介護サービスの提供を図ります。 

3-2-4 

生きがいづくり･社会参加

の促進 

高齢者が経験や知識を活かし、地域でいきい

きと活躍できる環境を整備し、生きがいづく

りや社会参加を支援します。 
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3-2-5 

国民年金制度の啓発推進 

市民の年金受給権の確保のため、国民年金へ

の理解を高める広報啓発や相談体制の充実を

図ります。 

3-2-6 

高齢者医療制度の推進 

高齢者自ら健康管理や介護予防に取り組む意

識を深めてもらうため、高齢者医療制度や医

療費の動向についての広報啓発や相談体制の

充実を図ります。 

【見直し理由】 

・地域包括ケアや地域支援事業（介護予防・生活支援事業の実施主体の多様化等）をさらに進

めていく必要がある。 

・団塊の世代が後期高齢者に移行することにより、今後大幅な増加が見込まれる認知症への対

策が必要である。 

 

■ 関連する計画 

高齢者保健福祉計画（H27～H29 2018～2020） 
                                                          
＊おたっしゃ本舗（地域包括支援センター）：地域包括支援センターの愛称。高齢者やその家族のみなさんが住み慣れた地域で、

いつまでもお元気で安心して過ごしていただけるよう支援する、介護や健康に関する相談窓口。 
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3-3 共生社会をめざす障がい者福祉の充実 

施策統括責任課 

障がい福祉課 

■ めざす姿（成果目標） 

障がい者は、必要な支援や社会参加の機会などが確保され、障がいのあ

る無しに関わらず、互いに尊重し合い、地域社会においていきいきと生

活している。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

福祉的就労＊支援を受ける人数 人 667 966 767  1,086 767 

グループホーム＊にて自立した生
活をしている人数 

人 283 434 334 525 383 

【見直し理由】 

・現在の実績値が 2024 目標値を達成した。 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市の障がい児・者数は、2013 年（平成 25 年）3月末現在、17,246 人となっており、高齢化

の進行や社会的な不安感の増大等により年々増加しており、新たに難病の方が支援対象者に位

置付けられたことで、 2018 年（平成 30 年）3 月末現在、18,717 人（身体・療育・精神の手

帳及び精神通院受給者証所持者数、重複あり）となっており、毎年増加しています。今後も支

援を必要とされている方は更に増加していくものと思われます。 

・発達障がい＊、高次脳機能障がい＊をはじめとして 医療的ケア＊が必要な重症心身障がい＊など、

より個々の特性に合わせた支援が求められています。 

【課題】 

・障がい者が地域で安心して暮らしていくためには、地域の理解のもと、障がい者を支援する家

族をはじめ、医療、保健、福祉、教育の専門機関などと連携した総合的な支援が必要です。特

に発達障がい、高次脳機能障がい、医療的ケアが必要な重症心身障がい、難病などの特性の周

知、個々の特性に合わせた福祉サービス等の確保が求められています。 

・障がい者が地域で安心して暮らしていくために、「住まいの場の確保」とともに経済基盤を確

立するための「就労の場の確保」が求められています。 

・障がい者が自立し、生きがいを持って生活を送るために、個々の能力に合わせて就労でき、社

会活動に参加できる地域社会をつくることが重要になります｡ 

【見直し理由】 ・最新の数値や状況を反映した。 
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■ 取組方針 

ノーマライゼーション＊の理念のもと、市民が障がい者に対する理解を深め、障がい者が地域

や家庭で安心して安全な日常生活を送ることができる環境の整備を進めるため、地域生活への支

援や就労への支援などに取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

3-3 

共生社会をめざす

障がい者福祉の充

実 

 

3-3-1 

地域生活への支援 

障がい者及びその家族に応じた適切なサービ

スを提供するためにいつでも相談できる体制

を整備します。また、ホームヘルプサービス

や、グループホームの整備など支援体制の充

実を図ります。 

3-3-2 

社会参加への支援 

障がい者の日中活動の場を充実させ、ガイド

ヘルパー＊や手話通訳の派遣など、移動やコ

ミュニケーションに関する支援の充実を図

り、障がい者の社会参加を促進します。 

3-3-3 

就労への支援 

一人でも多くの障がい者が就労できるよう、

国や県の各関係機関・窓口との連携を強化し

ます。また、一般就労＊が困難と思われる障

がい者については、農福連携＊の推進などに

より多様な 農業など異業種との連携推進な

どにより多様な福祉的就労の場を確保すると

ともに、障がい者就労施設等からの物品調達

を推進するなど、障がい者の工賃アップを図

り、障がい者の経済基盤の強化に努めます。 

【見直し理由】 

・就労機会を求める障がい者と、労働力や担い手不足が農業生産の現場をつなぎ、双方の課題

解決を図る取組を進めている。 

 

■ 関連する計画 

障がい者プラン（H27～H31 2020～2023） 
                                                          
＊福祉的就労：一般就労が難しい場合に、障がい福祉サービス事業所などで障がいに配慮してもらいながら就労すること。また、

一般就労をめざす前に就労に必要な知識や能力の向上のための訓練も含む。 
＊グループホーム：高齢者や障がい者などが少人数で、専門スタッフの援助（食事の提供、身の回りの世話など）を受けながら、

地域の中で自立的な共同生活を行う施設。 
＊発達障がい：脳機能の発達が関係する生まれつきの障がい。自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障がい、学習

障がい、注意欠乏多動性障がい、これに類する脳機能の障がいであって、その症状が通常低年齢で発現するもののうち、言語

の障がい、協調運動の障がい、その他心理的発達の障がい、行動及び情緒の障がい。 
＊高次脳機能障がい：交通事故や転落事故、脳卒中などにより脳にダメージを受け、記憶障がいや注意障がい、遂行機能障がい、

社会的行動障がいのような症状が見られて生活に支障をきたすような状態。 
＊医療的ケア：たんの吸引や鼻などから管を通して栄養剤を流し込む経管栄養注入、人工呼吸器の使用など、日常生活に必要と

される医療的な生活援助行為。 
＊重症心身障がい：重度の知的障がいと重度の肢体不自由が重複している状態。 
＊ノーマライゼーション：障がいのある人も障がいのない人と同様に住み慣れた家庭や地域の中で生活していくことができる社

会が通常の社会であるという考え。 
＊ガイドヘルパー：障がい者が外出する際に、歩行や車いすの介助、あるいは外出先での食事の介護などを安全面に留意しなが

ら行い、地域社会での自立した生活と社会参加を支援する。 
＊一般就労：雇用就労ともいい、労働関係法の適用を受けて企業や事業所で雇用されること。 
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3-4 健康づくりの推進と保健・医療の連携 

施策統括責任課 

健康づくり課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民一人ひとりが、健康づくりと疾病予防に取り組み、健診等により病

気の早期発見・早期治療につなげるとともに、安心して医療が受けられ

ることにより、地域でいきいきと健康に暮らしている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

毎年（３年以上継続して）、何ら
かの健診を受けている市民の割合 

％ 56.0 62.7 63.0 70.0 

生活習慣病の指導対象者の割合
（佐賀市国保特定健診受診者） 

％ 56.7 58.1 53.3 56.7 50.0 

健診結果を自らの健康管理に活か
している市民の割合 

％ 76.1 75.2 78.0 80.0 

健康寿命＊と平均寿命の差 年 
男性 1.17 

女性 2.69 

男性 1.14 

女性 2.66 

男性 1.08 

女性 2.57 

【見直し理由】 

 ・人口の高齢化や健診の受診率向上に伴い、今後指導対象者が増える見込みのため。 

 ・高齢化社会が進展していく中、健康寿命の延伸を目標としていく。 

 

   



53 

 

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・ライフスタイルの変化により、生活習慣病やこころの病気は増加傾向にあり、医療費や市民の

生活の質に大きな影響を与えています。このため、これらの疾患の発症予防、重症化予防に視

点を置いた市民の健康づくりが求められています。 

【課題】 

・生活習慣病の予防や治療には、運動や食生活の改善が必要です。健康に気を付けた生活を送る

市民は増えているものの、生活習慣病になる人も増加しています。 

・心身の健康維持と適切な治療のためには、定期的な健診受診を推進するなど、市民一人ひとり

の心と身体の健康に関する意識啓発が必要です。 

・多種多様な感染症の発生・流行に応じた対策と予防策などの正しい知識の啓発が求められてい

ます。 

・国民健康保険を安定的で持続可能なものとしていくために、生活習慣病の予防など、医療費の

適正化に取り組むこと データ分析に基づく被保険者の健康状態に即した効率的かつ効果的な

保健事業により、医療費の適正化を図ることが急務です。 

・休日夜間こども診療所や休日歯科診療所は、日曜・祝日等における小児内科、歯科の初期救急

医療を担う施設として、今後も行政の関与が必要です。また、救急医療体制を維持するために

は、医療機関の適正な受診についての啓発が求められています。 

・北部の中山間地域では、民間医療機関での医療提供が困難であるため、公的医療機関による対

応を継続していくことが求められています。 

【見直し理由】 

 ・保険者努力支援制度で国が提示する項目を盛り込み、取組の視点をより具体化した。 

 

■ 取組方針 

市民一人ひとりが健康に暮らしていくために、ライフステージに応じた健康づくりの支援や疾

病予防などに努めます。また、安心した生活に欠かせない救急医療体制の確保と中山間地域の医

療の充実に取り組みます。 
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施  策 取組（基本事業） 概    要 

3-4 

健康づくりの推進

と保健・医療の連携 

 

3-4-1 

自主的な健康づくりの 

支援 

健康づくり活動を推進する人材を養成し、地

域でのボランティア組織による健康づくり活

動の支援や食育の推進に取り組み、市民が自

ら健康づくりに取り組む意識の向上を図りま

す。 

3-4-2 

疾病の予防と早期発見 

胎児・乳幼児期から高齢期までのライフステ

ージに応じた健康診査とフォローを充実させ

ます。また、自殺対策の一環として、心の健

康に関する啓発活動にも取り組みます。 

3-4-3 

感染症の予防 

予防接種の実施と正しい知識の普及により、

疾病予防に努めます。感染症の発生時には、

関係機関と連携して、予防策を講じます。 

3-4-4 

国民健康保険の充実 安定

的な運営 

被保険者の健康づくり活動を支援し、健康の

増進を図ります。 健康増進に努め、適正受

診・適正服薬、後発医薬品の使用促進に関す

る取組を実施することで、医療費の適正化を

図ります。また、国民健康保険制度の理解と

意識啓発により、医療費の適正化と税収確保

を図ります。 

3-4-5 

救急医療体制の確保 

休日夜間こども診療所、休日歯科診療所の運

営を継続し、小児科、歯科疾患患者の初期救

急医療を確保します。また、夜間や祝日等の

医療機関の情報提供や救急医療の適正利用に

ついての意識啓発を図ります。 

3-4-6 

中山間地域の医療の充実 

医療機関が少ない中山間地域の医療の拠点と

して、富士大和温泉病院や三瀬診療所の安定

した運営に努めます。 

【見直し理由】 

 ・保険者努力支援制度で国が提示する項目を盛り込み、取組の視点をより具体化した。 

 

■ 関連する計画 

健康づくり計画（H27～H35 2015～2023） 

食育推進基本計画（H27～H33 2015～2021） 

保健事業実施計画（データヘルス計画）（2018～2023） 

特定健康診査等実施計画（2018～2023） 

自殺対策計画（2019～2028） 
                                                          
＊健康寿命：健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。日常生活が制限されることを介護保険の要介護度

の要介護２～５を不健康な状態とし、それ以外を健康な状態としている。 
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3-5 自立を支える生活福祉の充実 

施策統括責任課 

生活福祉課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、失業や病気などで生活に困窮した場合であっても最低限度の生

活が保障されており、就労支援等によって自立した生活を送ることがで

きるようになっている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

経済的自立の見込める生活保護受
給者のうち、就労支援等によりを
受け収入増となった人の割合 

％ 65 49 71 76 

生活困窮者＊等の自立支援対象者
のうち、生活改善が見られた人の
割合 

％ 70 82 75 82 80 

【見直し理由】 

・「生活保護受給者」が分母と誤認されるため、表現を修正した。 

・現在の実績値が 2024 目標値を達成した。 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・経済的困窮、社会的孤立、さらには家庭問題や病気など、様々な課題が複合的に重なり、支援

や救済を必要とする人々への対応が複雑化・多様化しています。 

・本市の生活保護の状況は、2019 年（平成 31 年）3月末現在、2,450 世帯・2,918 人（停止を含

む）となり、そのうち高齢者世帯（65 歳以上の者のみで構成する世帯、またはこれに 18 歳未

満の者が加わった世帯）が過半数を占めています。 

【課題】 

・生活保護世帯の自立を促進するためには、保護を受ける初期の段階で、集中した自立支援を行

う必要があります。 

・いくつもの課題を複合的に抱え、複雑化・多様化する生活保護の相談内容に対して、適切な助

言や支援を行うために、ケースワーカー＊や相談員には専門的知識が求められています。 

・生活保護に至る前の段階にある生活困窮者について、困窮状態からの早期脱却を支援するため

に、 のため、就労支援や学習支援、家計管理など、本人の状態に応じた多様な支援が求めら

れています。 
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・経済的困窮者＊や社会的孤立者＊を早期に把握し、必要な支援につなぐために、地域のネット

ワークの構築やＮＰＯ・公的機関との連携強化など、横断的な総合相談体制の強化を図る必要

があります。 

【見直し理由】 

・平成 30 年 6 月の生活困窮者自立支援法の改正により家計相談支援が努力義務化され、本市に

おいては、平成 31 年度から取組を実施している。 

 

■ 取組方針 

生活保護世帯や生活困窮者の実情に応じた支援を行うため、関係機関との連携を強化しなが

ら、セーフティーネット＊としての生活保護の適正な実施と早期の自立支援に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

3-5 

自立を支える生活

福祉の充実 

 

3-5-1 

適正扶助の推進 

生活保護世帯ごとの実態の的確な把握と、実

情に即した相談･支援体制の構築により、その

困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低

限度の生活を保障するよう努めます。また、

適切な助言や支援を行うため、ケースワーカ

ーや相談員の専門性の向上や関係機関等との

連携を図ります。 

3-5-2 

自立支援体制の充実 

関係機関との連携強化を図り、生活困窮者等

に対して、本人の状況に応じた包括的な相談

支援、就労促進のための支援、貧困の連鎖防

止を図るための学習支援に加え、家計に関す

るより踏み込んだ把握やアドバイスをするた

めの家計相談支援を実施します。 

【見直し理由】 

・平成 30 年 6 月の生活困窮者自立支援法の改正により家計相談支援が努力義務化され、本市に

おいては、平成 31 年度から取組を実施している。 

 
                                                          
＊生活困窮者：現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者。 
＊ケースワーカー：福祉事務所等で、生活困窮者、高齢者、障がい者等の要保護者に対して、総合的な相談援助を行う行政職員。 
＊経済的困窮者：失業や病気等により経済的に困窮している者。 
＊社会的孤立者：家族や地域社会との関係が希薄で、他者との接触がほとんどない状態。単身世帯の増加、婚姻率の低下、若者

の社会的自立の遅れなどが背景にある。 
＊セーフティーネット：失業した方や病気・事故などで困窮した方等を支援するための、雇用保険や生活保護等の社会保障制度。 
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4-1 地球にやさしい低炭素社会の構築 

施策統括責任課 

環境政策課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民や事業者、市民活動団体は、環境・エネルギー問題を意識し、温室

効果ガスの排出削減に取り組んでいる。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

省エネ等の環境問題を意識し、取
り組んでいる市民の割合 

％ 78.8 73.8 82.0 85.0 

市域における電力使用量 
（2013 年度比） 

％ 100 98.2 95.6 

温室効果ガス排出量＊削減率 ％ 0.0 11.0 17.9 

【追加の理由】 

 ・2016 年からの電力自由化により、電気小売への参入企業が増え、市域における電力使用量の

把握が困難となってきた。 

・パリ協定締結などの動きを受けて、国・県においても、温室効果ガス削減に向けた数値目標

を掲げたことを踏まえて設定した。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・地球規模での環境問題である地球温暖化については、その原因となる二酸化炭素等の温室効果

ガスの排出量の増加が問題になっています。本市においても は、東日本大震災以降、市民の

エネルギー問題への関心や省エネルギーに対する意識が高まっていますが、家庭における家電

製品の複数保有率の増加や事業所におけるパソコン等ＯＡ機器の拡充、店舗営業時間の長時間

化（24 時間営業）、自動車保有台数の増加等により、温室効果ガスの排出量が増加傾向にあり

ます。 思ったような削減に至っていません。このような中、本市においては、2016 年に清掃

工場の排ガスから二酸化炭素を分離回収する国内初の設備を整備し、ＣＣＵ＊事業を推進して

います。 一方、東日本大震災以後、市民のエネルギー問題への関心や省エネルギーに対する

意識が高まりつつあります。 

・本市は、長年にわたり継承されてきた脊振・天山山系の山林や田園に加え、河川やクリーク、

干潟などの個性豊かな水辺があり、市民に親しまれる自然環境を有しています。 

【課題】 

・地球温暖化に対しては、市民一人ひとりの日常生活や事業活動の中で、エネルギーの消費を抑

制するなど二酸化炭素の排出削減につながる取組を増やしていく必要があります。また、二酸

化炭素をほとんど排出しない太陽光や水力、風力、バイオマス＊等をはじめとする再生可能エ

ネルギー＊を の現状等を把握し、本市の特性に応じて普及促進することや二酸化炭素の有効活

用による排出量の削減が求められています。 

・自然環境の保全に対しては、生物多様性の確保など環境に配慮した取組を継続していくため、

自然環境や希少種などの生息する重要な地域の保全を図る必要があります。 

・脊振・天山山系の山並み、シチメンソウや渡り鳥の飛来地である有明海の干潟などは、豊かな

自然環境の保全とともに、その効果的な活用が求められています。 

・地球温暖化対策をはじめとする環境施策は、世界が共通の目標を持ち、環境の課題解決だけで

なく、経済・社会の課題を統合的に解決することが求められており、ＳＤＧｓやパリ協定など

の国際的な潮流を意識した取組が必要です。 

【見直しの理由】 

 ・バイオマス産業都市構想に基づき、二酸化炭素の有効活用に取り組んでいる。 

 

■ 取組方針 

本市では 2010 年（平成 22 年）に環境都市宣言を行い、市民一人ひとりが環境に対する責任を

自覚し、環境保全に積極的に取り組む姿勢を示しています。 

市民一人ひとり、また地域や事業者に対して省エネルギーなどの環境負荷を減らすことのでき

る取組を積極的に啓発していくとともに、 いきます。ＳＤＧｓの目標や地域経済の向上を意識

し、市民・事業者と協働して再生可能エネルギーの普及や未利用エネルギー及び二酸化炭素の活

用促進に努め、低炭素社会の構築を推進します。 

また、本市の山から海まで広がる多様な生物の生息・生育環境の保全を図るとともに、市民が

自発的に環境保全に関わることができるよう、あらゆる年齢層に応じた環境教育を推進します。 
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施  策 取組（基本事業） 概    要 

4-1 

地球にやさしい低

炭素社会の構築 

4-1-1 

温暖化防止対策の推進 

市民、事業者等への省エネルギーの対策事例

や環境に配慮した行動指針等の情報提供等に

より、地球温暖化防止に向けた具体的な行動

につなげ、 温暖化対策の具体的な行動につな

がる省エネ対策事例等を情報提供するととも

に、清掃工場などから排出される二酸化炭素

を活用することで、温室効果ガス排出量の削

減を図ります。また、温暖化の影響を軽減し

安全で健康な生活が送れるよう、災害への備

えや熱中症予防など、適応策の啓発に努めま

す。 

4-1-2 

再生可能エネルギーの普

及促進 

創エネルギーの重要性や利活用方法を市民や

事業者等に発信し するとともに、太陽光やバ

イオマス、地中熱など、本市の特性に応じた

再生可能エネルギーの導入を推進します。 

4-1-3 

自然環境保全活動の推進 

身近な自然・生態系の保全や 地域だけでな

く、市域を超えた広域的な観点から重要な生

物生息環境 も自然環境の保全を図ります。ま

た、干潟などの環境を保全し、 ラムサール条

約登録湿地＊である東よか干潟について、条

約の理念に基づき自然環境の効果的な活用を

図ります。 

4-1-4 

環境教育の推進 

幼少期から年齢層に応じて市民の環境学習機

会を提供し、環境意識の醸成を図ります。ま

た、市民活動団体等への情報提供や活動の支

援を図り、環境保全を推進します。 

 ・バイオマス産業都市構想に基づき、二酸化炭素の有効活用に取り組んでいる。 

 ・ラムサール条約登録の趣旨に沿って、東よか干潟の有効活用を進めていく。 

■ 関連する計画 

環境基本計画（H27～H36 2015～2024） 

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（2016～2024） 

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（2019～2030） 

バイオマス産業都市構想（2014～） 
                                                          
＊温室効果ガス排出量：温室効果ガスは、赤外線を吸収し再放出するため、地球を暖める効果を持つもので、主に燃料、電気、

熱の使用に伴って排出される。地球温暖化対策実行計画(区域施策編)において、2030 年度までに市域の温室効果ガス排出量を

2013 年度比 27％削減する目標を掲げている。国の統計資料等を基に佐賀市の規模(世帯数、産業人口など)に按分して算出。 
＊ＣＣＵ：Carbon dioxide Caputure and Utilization の略であり、二酸化炭素を回収して活用すること。 
＊バイオマス：生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、一般的には再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いた

もの。 
＊再生可能エネルギー：太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスなど、資源が

枯渇せず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しないエネルギー。 
＊ラムサール条約登録湿地：1971 年（昭和 46 年）に国際会議で採択された「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関

する条約（ラムサール条約）」に基づいて、湿地とそこに生息する生態系を保全するとともに、そこから得られる恵みを人々の

生活に持続的に利用する目的で登録された湿地。東よか干潟は、クロツラヘラサギ、ズグロカモメ、ツクシガモといった絶滅

を危惧されている希少な野鳥が飛来しており、四季を通して 100 種以上の野鳥を見ることができる。  
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4-2 持続可能な循環型社会の構築 

施策統括責任課 

循環型社会推進課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民や事業者は、リデュースや廃棄物の適切な分別等に取り組み、廃棄

物の発生を抑制している。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

1 人 1 日当たりごみ排出量 g/人日 1,048  1,009 1,008 964 

リサイクル率 ％ 17.4 18.2  19.3 20.5 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・国が策定した「循環型社会＊形成推進基本計画」の基本的方向性において、リサイクル（廃棄

物を再生利用する活動）より優先順位の高い２Ｒ（ごみの量そのものを減らす活動＝リデュー

ス、不要になったものを修理などにより再使用する活動＝リユース）の取組が進む社会経済シ

ステムの構築が示されています。 

・日本では、食品ロス＊が年間 643 万トン発生していると推計されています。2015 年 9 月の国際

連合総会において採択された 2030 アジェンダ＊においても、食品ロスの問題について言及され

るなど、その削減が国際的にも重要な課題となっており、日本においても、2019 年 5 月に「食

品ロスの削減の推進に関する法律」が成立しました。 

・市町村合併後４施設あった市内のごみ処理施設（諸富・三瀬地区を除く）を佐賀市清掃工場に

統合し、ごみ処理方法の統一を図りました。これまで各地区で異なっていた分別方法を統一す

るためには、市民の理解が必要であり、分別を徹底することが廃棄物発生抑制の重要な要素と

なっています。 

・海洋プラスチック＊ごみによる地球規模での環境汚染が、生態系や生活環境等へ悪影響を及ぼ

すと懸念されており、国連をはじめとする様々な国際会議において、重要かつ喫緊の課題とし

て議論が行われています。 

 

【課題】 

・事業所から排出されるごみの量は、景気等に影響されますが、事業者においても発生抑制の取

組が求められています。 
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・市民、事業者、市民活動団体が相互に連携・協力して、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイ

クル）の推進に努めてきましたが、その中でも２Ｒ（リデュース、リユース）の取組を今まで

以上に推進する必要があります。 

・野焼きが法律で禁止されてから高水準で推移している剪定ごみ・草類の資源化や、小型家電か

らの有用金属の回収等、リサイクルの取組を更に進めていく必要があります。 

・市内の山間部や河川敷、海岸などには、廃棄物の不法投棄が見受けられますが、廃棄物の不法

投棄は、海洋プラスチックの問題をはじめ環境に大きな影響を及ぼすことが懸念されるため、

不法投棄の防止を図る必要があります。 

 

■ 取組方針 

市民生活や事業活動に浸透してきた廃棄物のリサイクル（再生利用）の推進とともに、今後は、

市民や事業者に対して、情報提供や体験学習等を通じた啓発等により、リデュース（発生抑制）

とリユース（再使用）を積極的に推進し、食品ロスの削減を始めとした３Ｒに取り組みやすい仕

組みや環境づくりを図ります。 

また、リサイクルの推進にあたっては、民間活力を積極的に導入し、資源の確保や有効利用に

取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

4-2 

持続可能な循環型

社会の構築 

 

4-2-1 

家庭系ごみのリデュース

とリユース・リサイクル 

廃棄物の分別の徹底を図り、廃棄物の発生抑

制と再使用等を促進するため、情報の収集と

提供に努め、環境教育を推進します。 

4-2-2 

事業系ごみのリデュース

とリユース・リサイクル 

廃棄物の発生抑制と再使用等を促進するた

め、事業所訪問等により、３Ｒ推進パートナ

ー制度＊の普及やごみ減量方法の提案等を行

います。 ごみ分別指導の強化やリサイクルに

ついての情報提供等を行うとともに、３Ｒに

取り組みやすい仕組みや環境づくりを図りま

す。  

4-2-3 

ごみの適正処理 

環境に配慮した安全で効率的なごみ処理施設

の維持管理を行うとともに、廃棄物のリサイ

クルを推進します。 リサイクルの推進と廃棄

物エネルギーの有効利用を図ります。また、

地域環境美化活動を通じ不法投棄の防止等に

努め、廃棄物の適正処理を図ります。 

【見直しの理由】 

・事業系ごみは増加傾向にあり、ごみ分別の指導などを強化していく必要がある。 

・バイオマス産業都市構想に基づき、清掃工場の廃棄物焼却で発生する熱を利用した電力の地

産地消や高温水の提供等発電に取組んでいく。 
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■ 関連する計画 

環境基本計画（H27～H36 2015～2024） 

一般廃棄物処理基本計画（H27～H36 2015～2024） 

バイオマス産業都市構想（2014～） 
                                                          
＊循環型社会：大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示された概念。循環型社会形成推進基本法では、

第一に製品等が廃棄物等となることを抑制し、第二に排出された廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に利用し、最

後にどうしても利用できないものは適正に処分することが徹底されることにより実現される、「天然資源の消費が抑制され、環

境への負荷ができる限り低減された社会」。 
＊食品ロス：まだ食べることができるのに捨てられてしまう食品。 
＊2030 アジェンダ：2001 年に策定されたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）の後継として国連で定め

られた、2016 年から 2030 年までの国際目標。MDGs の残された課題（例:保健、教育）や新たな課題（例:環境、格差拡大）に

対応すべく、17 ゴール・169 ターゲットからなる持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）を策定。 
＊海洋プラスチック：国民生活や事業活動に伴い海域や陸域で発生したプラスチックごみの一部が、廃棄物処理制度により回収

されず、意図的・非意図的に環境中に排出され、様々なルートを辿って海域に流出したプラスチックごみ。 
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4-3 暮らしに身近な生活環境の向上 

施策統括責任課 

環境政策課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民一人ひとりが、生活環境の向上に取り組み、快適な生活を営んでい

る。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

公害苦情（騒音・振動・悪臭等）
件数 

件 208 137  182 130 162 

生活環境苦情件数 件 371 291 369  258 300 233 

鉛給水管更新率 ％ 45.0 86.3 85.4 100 

下水道接続率 ％ 87.3 91.0 92.2 93.4 

【見直しの理由】 

・策定当初の主眼はペットの適正飼育であったが、近年ではカラス等の有害鳥獣による苦情も深

刻化していることから、有害鳥獣による苦情件数も指標に含めて管理していく必要がある。 

・平成 28 年度に空き家対策室を設置し相談体制が整ったことで、基準値を超える苦情等が寄せら

れている。 

 

 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害やペットの適正飼育、カラス等の有害鳥獣、空き家・

空き地等に係る生活環境の苦情・相談が寄せられており、身近な生活環境への関心が高くなっ

ています。また、本市は 2014 年（平成 26 年）4 月、特例市＊移行に伴い、公害関係業務の一

部が佐賀県から移譲され、土壌汚染対策などの公害に係る新たな業務の窓口を担うことになり

ました。 少子・高齢化等を背景として適正に管理されていない空き家・空き地等の問題が深

刻化しており、平成 27 年度に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行されました。 

・本市は 2014 年（平成 26 年）4月から、公害関係業務の一部が県から移譲され、土壌汚染対策

などの業務も行っています。 

・本市では、2012 年（平成 24 年）4 月に、下水道事業を水道局に組織統合し「上下水道局」を

新設し、水質や環境対策を充実させ市民サービスの向上を図るとともに、経費削減等による経

営合理化を進めています。 
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・上水道については、これまで整備してきた施設の維持更新に係るコストの増大が予想される一

方、人口減少による水需要の低下や工場等の大口需要家からの需要拡大が見込めない状況で

す。また、下水道（公共下水道、農業集落排水処理＊）の整備は、2018 年度（平成 30 年度）

に概ね終了する予定です。 

・本市では 2012 年（平成 24 年）4月に、水行政の一元化による一体的な水環境対策と、窓口一

本化による市民サービスの向上等を図るべく、水道事業と下水道事業を組織統合し「上下水道

局」を設置しました。2018 年度（平成 30 年度）には公共下水道整備が概ね完了し、『上下水

道ビジョン』に沿った水循環における環境対策の強化を図っています。 

【課題】 

・大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策については、継続的な観測が必要であるととも

に、ペットの飼育マナー、カラス等の有害鳥獣など、生活に身近な環境問題について苦情が増

加していることから、取組を充実する必要があります。特に空き家・空き地等の対策について

は、相続者が複数または遠方にいる、中古物件の市場流通が進まないなどの事情により、その

解決は困難な場合が多くなっています。 

・上水道については、給水収益が減少する中、これまでどおり安全な水を安定的に供給できるよ

う効率的な事業運営が求められています。 

・下水処理については、下水道等エリアマップに定めた地域ごとの最適な処理方式に基づいて施

設の整備や維持管理を実施するとともに、適切な利用を市民に啓発していく必要があります。 

【見直しの理由】 

 ・公害関係業務や上下水道事業の表現について時点修正した。 

 ・市内でも空き家・空き地等の問題は深刻化しているため、平成 28 年度に空き家対策室を設置

し、対応を進めている。 

 

■ 取組方針 

大気汚染や水質汚濁、騒音・振動等の公害対策、ペットの飼育マナー、カラス等の有害鳥獣対

策や空き家・空き地等の適正管理、活用の促進など、生活に身近な環境問題について、適切な観

測、相談・指導体制を充実します。また、上下水道については、取水から排水までの一貫した水

の管理により、良質な水道水の供給と適切な下水の処理を効果的かつ合理的に推進します。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

4-3 

暮らしに身近な生

活環境の向上 

4-3-1 

公害（騒音・振動・悪臭等）

の防止 

工場や事業所からの騒音・振動・悪臭等の発

生を防止するため、環境調査や立ち入り検

査・指導・監視に取り組みます。 

4-3-2 

生活に密着した環境問題

の改善 

身近な生活環境に関する相談体制を充実し、

特にペット類の適正飼育や空き家等の適正管

理に努めるよう、市民への啓発を行います。 

4-3-3 

水道水の安定供給 

水源から蛇口までのあらゆる過程における水

質や施設の適切な管理により、安全でおいし

い水道水を安定的に供給します。 
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4-3-4 

下水の適切な処理 

下水道等の処理方式に応じて、効率的かつ効

果的な施設の維持管理を行うとともに、下水

道等への切替や宅内ますの定期的な清掃など

の適切な利用を市民に啓発していきます。 

 

■ 関連する計画 

環境基本計画（H27～H36 2015～2024） 

上下水道ビジョン（H27～H36 2015～2024） 

空家等対策計画（2017～2021） 
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4-4 都市のみどりと美しい景観の創出 

施策統括責任課 

緑化推進課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

快適なみどり空間と、地域の自然、歴史、文化と人々の営みが調和し、

快適なみどり空間と調和して美しい景観が形成されている。 
【見直し理由】 

・よりわかりやすいよう文言の順序を改める。 

 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

新規で植えた樹木の本数 千本 294 418 518 

市民一人当たりの都市公園＊面積 ㎡ 7.2 7.8 8.3 

景観賞表彰件数 件 68 88  92 112 

屋外広告物許可割合 ％ 26.9 77.1 75.0 100 

市街地のみどりが増えて景観が良
くなったと感じる市民の割合 

％ ― 57.2 60.2 

【見直し理由】 

・市全体の緑被率は約 80％だが、市街地の緑被率は約 18％（農地を含め約 20％）であり、市

街地の緑化推進が課題であるため。 

   

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・樹木や花などのみどりは、二酸化炭素の吸収、大気の浄化、地球温暖化の防止等の機能を有し

ているとともに、人と自然が共生する良好な都市環境の形成に大きく寄与することから、緑化

の推進や公園の整備の重要性は今後も高まることが予想されます。 
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・これまでも市民の緑化活動への支援や公共事業における緑化等に取り組んできており、2014

年度（平成 26 年度）の市民意識調査によると約 67.3％の市民が、市内はみどり豊かでうるお

いがあり、緑との触れ合いに満足していると答えていますが、 本市は山から海までつながる

みどり豊かな独自の美しい景観を創り出しています。しかし、中心市街地はみどりが少ないた

め「みどり重点地区＊」を指定し緑化に取り組んでいます。 

・市内には７１箇所の都市公園を整備していますが、市民一人当たりの都市公園面積は 2013 年

度（平成 25 年度）末で 7.2 ㎡であり、国が目標とする 10 ㎡を未だ下回っているのが現状です 

ます。 

・景観形成の取組については、1990 年（平成 2 年）に「都市景観基本計画」を策定し、2012 年

（平成 24 年）には、「景観条例」の施行及び「景観計画＊」の運用を開始し、良好な景観の 地

域ごとの景観特性を踏まえた誘導を行ってきました います。特に景観形成に重要な影響を与

える屋外広告物に関しては、2005 年（平成 17 年）に県から権限移譲を受け規制誘導事務を開

始し、2008 年（平成 20 年）には「佐賀市屋外広告物条例」を施行するなど、地域の特性に応

じた一定のルールを定めています。 

【課題】 

・緑化の推進は や景観形成については、行政の力だけでは限界があるため、維持管理を含めて

市民との協働＊を推進していくこと ・事業者などと一体となって取り組むことが必要です。 

・本市の「市民一人当たりの都市公園面積」は、国の目標である 10 ㎡まで到達しておらず、都

市公園の整備を推進していくことが求められています。 公園整備にあたっては、施設のバリ

アフリー化や安全性のほか、防災上の役割も求められています。老朽化した公園施設は、再整

備を行い、安全・安心で魅力ある公園づくりや、公園の利活用と維持管理への市民参画が求め

られています。 

・良好な景観形成には、景観法に基づく景観計画を広く周知啓発し、景観意識の醸成を図ってい

くことが重要です。屋外広告物に関しては、景観形成に大きな影響があるため、特にその配慮

が求められます。 

【見直し理由】 

 ・市街地の緑化推進が課題となっている。 

 ・公園については、利便性の向上や多機能なあり方が求められている。 

 

■ 取組方針 

快適なみどり空間の創出に向けて、市民との協働により、緑化活動を促進します。公園につい

ては、安心して利用できるよう適切な維持管理に努めます。新しい公園の るとともに、整備に

当たっては、市民ニーズや地域性を踏まえるとともに、明るく開放的で防犯や防災にも配慮した

整備に取り組みます。 

景観形成については、特色ある景観資源の適切な保全と創出を図るととともに、周辺の景観と

調和した適正な規制誘導を行います。緑化や景観形成については、条例等に基づく指導や誘導だ

けでは難しいことから、市民ボランティアとの協働等、市民と一体となった取組を進めます。 
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施  策 取組（基本事業） 概    要 

4-4 

都市のみどりと美

しい景観の創出 

 

4-4-1 

緑化活動の推進 

市民の緑化活動に対する支援や意識啓発に努

め、協働による緑化の推進を図ります。 

また、創出したみどりや古木等の歴史あるみ

どりの維持・保全に努めるとともに、公共施

設や事業所、住宅等の民有地の緑化を誘導し

ます。 

4-4-2 

公園の整備 

既存公園については市民の利用促進や維持管

理への参画を図ります。また公園の新設につ

いては、配置バランスなどを考慮し、魅力あ

る公園整備を推進します。 

4-4-3 

景観形成の推進 

景観計画や屋外広告物条例、歴史的風致維持

向上計画＊に基づき、良好な景観を守り・つ

くり・育てるための指導や誘導を行います。 

4-4-4 

景観意識の醸成 

景観の規制･誘導の基準や趣旨について市民

や事業者に理解を促し、景観意識の醸成を図

ります。 

【見直し理由】 

・公園整備にあたって、新規のみならず再整備においても、市民ニーズ等を踏まえ、利便性の

高い、多機能なあり方を検討しながら進めていく。 

 

■ 関連する計画 

みどりの基本計画（H19～H38 2007～2026） 

景観計画（H18 2012～） 

歴史的風致維持向上計画（H24～H33 2012～2021） 
                                                          
＊都市公園：都市計画施設である公園、緑地もしくは都市計画区域内に設置される公園又は緑地のこと。 
＊みどり重点地区：「佐賀市みどりあふれるまちづくり条例」に基づき、良好な都市環境を創り出すために緑化を重点的に推進す

ることが必要である区域を指定。 
＊歴史的風致維持向上計画：「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」に基づき、佐賀城下町地区（計画で定める

重点区域内）において、歴史的風致の維持及び向上に資する事業を行うための計画。「歴史的風致」とは、地域における固有の

歴史や伝統を反映した人々の活動と、活動が行われる歴史上価値の高い建造物及び周辺の市街地とが一体となって形成してき

た良好な市街地の環境のこと。 

 

 

  



69 

 

5-1 安心して子育てできる環境の充実 

施策統括責任課 

子育て総務課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

子育て世代が、大きな不安や負担を感じることなく子育てに誇りと喜び

を感じ、これから子どもを“うみ育てたい”と思っている人が、出産や

育児に不安を感じていない。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

子育てに大きな不安や負担を感じ
ている市民の割合 

％ 54.6 44.5 46.0 39.0 40.0 

合計特殊出生率＊ 人 1.56  1.54 1.66 1.62 1.71 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値が中間年 2019 年の目標値を達成し、今後も目標値の上昇を目指す。 

 ・合計特殊出生率は、「佐賀市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」と合わせた目標値とする。 

  （2060 年に人口置換水準 2.07 を達成する目標） 

   

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市は、合計特殊出生率が全国平均より高くなっていますが、依然として少子化が進んでいま

す。 

・核家族化の進行や地域のつながりの希薄化などにより、子育て家庭を取り巻く環境が変化し、

子育て世代が子育てに大きな不安や負担を感じています。 

・保育所（園）や放課後児童クラブ等の待機・入会待ち児童が毎年度発生しており、その待機状

況も深刻化しています。 
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・2015 年時点の子どもの貧困率は 13.9％であり、子どもの７人に１人が相対的貧困＊の状況とな

っています。 

・児童虐待や養育困難など、厳しい家庭環境にある子どもや妊産婦が増加傾向にあり、各家庭の

抱える課題も複雑・深刻化しています。 

【課題】 

・共働き家庭やひとり親家庭の増加に伴う保育ニーズの増加や多様化に対応した子育て支援サー

ビスを充実させるとともに、育児休業の取得促進や労働時間の弾力化など、職場環境の充実に

向けて事業者の理解も必要です。 

・子育てに対する経済的負担感が大きく、子育て家庭への負担の軽減が社会的に求められていま

す。 

・子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある

子どもの健やかな育成が求められています。 

・子どもとその家族、妊婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から、児童虐待

などのより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的な社会資源を使った支援業務

までを行うことが求められています。 

・地域とのつながりの中で子どもをうみ育てることができ、子育ての誇りと喜びが実感できるよ

う、社会全体で支援していくことが必要です。 

【見直しの理由】 

 ・市民意向調査によると、子育て世帯の不安を感じる割合は減少傾向にある。 

 ・ひとり親家庭（この場合児童扶養手当受給世帯）は減少傾向にある。 

 ・平成 28 年の児童福祉法改正により、児童や妊産婦等の福祉に関する必要な支援体制の整備が

求められている。 

 

■ 取組方針 

子どもだけでなく親も自らの社会性や人間性を高め、子どもと一緒に成長できるよう、家庭、

地域、企業等と連携したきめ細かな子育て環境の充実に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

5-1 

安心して子育てで

きる環境の充実 

 

5-1-1 

子育てと仕事の両立のた

めの支援 

働きながら子育てをしている家庭の育児負担

を軽減するため、待機児童解消のための環境

整備を含めた保育サービスの充実など子育て

家庭のニーズに対応した支援を行います。ま

た、事業者に対して、子育て支援の取組につ

いて働きかけを行います。 

5-1-2 

子育て家庭の負担軽減 

子育て時期における経済的支援とともに、

個々の家庭の状況やニーズに応じたきめ細か

な支援を行います。 



71 

 

5-1-3 

子育て環境の整備 

子育て家庭からの気軽な相談や、児童虐待な

ど 専門性と長期的対応が 継続的支援が必要

な相談にも対応できる体制の整備とともに子

どもを守る環境の整備 を図ります。 

また、乳幼児の早い時期から親の子育てに対

する不安を解消するために、親同士の交流の

場づくり、学ぶ機会の提供などに取り組みま

す。あわせて、子育てサークルや地域の子育

て支援に関わる団体等の育成を図り、 や子ど

もの居場所づくりを推進し、地域で見守り支

え合う子育て・親育ちを支援します。 

5-1-4 

児童虐待への対応 

深刻化する児童虐待に対応するために、相

談・支援体制を強化します。また、児童相談

所、警察、学校、幼稚園・保育所（園）、地域

団体などの関係機関との連携強化を図り、虐

待の発生予防や早期発見・、早期対応に努め

ます。るとともに、児童相談所などの関係機

関との連携強化を図ります。 

【見直しの理由】 

 ・深刻化する児童虐待に対応していくため。 

 

■ 関連する計画 

子ども・子育て支援事業計画（H27～H31 2020～2024） 

教育振興基本計画（H27～H31 2020～2024） 

ひとり親家庭等総合支援計画（H27～H31 2020～2024） 
                                                          
＊合計特殊出生率：15〜49 歳までの女子の年齢別出生率を示したもので、一人の女性が生涯に産む子どもの平均数を示したもの。 
＊相対的貧困：世帯の所得などから算出した数値が、国の中央値の半分に満たないことで、その国の文化水準、生活水準と比較

して困窮した状態。 
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5-2 就学前からの教育の充実 

施策統括責任課 

教育総務課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

子どもたちは、楽しく学校に通い、意欲的に学んでいる。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

不登校児童・生徒の全体に占める
割合 

％ 1.24  1.78 1.17  1.47 1.12 

園児が楽しく幼稚園・保育所（園）
に通っていると感じている市民の
割合 

％ 94.6 89.7 94.8 95.0 

幼稚園・保育所(園)から小学校へ
円滑に接続できたと思う小学校１
年生の学級の割合 

％ 96.0 100.0 96.5 100.0 97.0 

児童生徒が楽しく小中学校に通っ
ていると感じている市民の割合 

％ 84.3 87.6 86.0  87.6 87.0 

生徒（中学２年）の基礎学力の水
準※ 

- 0.99 0.77 1.01 0.83 1.01 

※佐賀県平均正答率を１とした場合の対佐賀県比 学習状況調査における「十分達成」（目標到達

基準）を１とした場合の佐賀市の到達度 

 

【見直しの理由】 

・不登校率が増加傾向にあり、目標値と実績が乖離したため。 

・実績値が 100％となり、これを維持する目標とする。 

 ・「生徒（中学２年）の基礎学力の水準」の算出方法を変更し、県との比較ではなく、本市での

到達度をはかっていく。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・核家族化、少子・高齢化の進行、国際化や情報化など、社会が目覚ましく進展していく中で、

子どもたちがその変化に適切に対応し、自分らしさを発揮して未来を切り開いていくための

「生きる力」を身に付けることが求められています。 

【課題】 

・子どもたちの、他人への思いやりなど豊かな人間性を育てていくとともに、生涯にわたって自

分で学ぶ意欲を持ち続けることなど、社会の発展に貢献できる人材を育成していくことが求め

られています。 

・社会情勢の変化や教育に対する多様なニーズから生じる教育課題に迅速に対応するため、０歳

から義務教育修了時の 15 歳までの「子どもの育ち」を念頭に入れ、家庭、地域、企業等、学

校等が連携・協働した教育の施策を進めていく必要があります。 

・学校に求められる役割が増大し、教師の負担増が指摘されています。教師の多忙化・多忙感を

軽減し、働き方に関する意識改革を促すとともに、児童生徒と向き合う時間を確保し、信頼さ

れる学校づくりを一層進める必要があります。 

・小学校低学年から学校になじめない子どもがいることや、中学校１年生で不登校生徒が急増す

る問題が顕在化しており、 集団での学校生活に困難さを感じている児童生徒がいることや、

小・中学校ともに不登校児童生徒が増加傾向にあることから、日頃から児童生徒の様子を注意

深く観察し、いじめの問題などを含めたさまざまな取組の を強化が する必要です がありま

す。 

・近年、日本語指導が必要な児童生徒が増加し、教育に対するニーズが多様化していることから、

学校生活や学習を多面的に支援していく必要があります。また、インクルーシブ教育＊の構築

をめざし、学校環境を整えるとともに、児童生徒一人ひとりの困り感に寄り添いながら学校環

境を整えるなど、合理的配慮＊を行う必要があります。 

・経済情勢の悪化などで家計に深刻な影響が生じており、就学援助などによる 経済的格差が進

展する中で、就学援助＊の認定率は小学校で 17％前後、中学校で 20％前後と高い水準で推移し

ており、 います。就学援助制度などの周知を図り、支援を必要とする子どもの教育機会均等

の を確保することが一層 求められています。 
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・食育は、市民全体の健康づくりの観点から取り組む課題ですが、特に子どもたちに対しては、

食に関する正しい知識を身に付けさせるなど、学校において積極的に食育に取り組むことが期

待されています。また、学校給食においては、衛生管理の徹底など安心安全の確保を図ること

が求められています。 

・学校施設は、児童生徒などの学習・生活の場であるとともに、避難場所としての役割を担うこ

とから、安全で快適な教育環境の整備が求められています。 

【見直しの理由】 

・子どもの教育のためには、家庭、地域、企業等、学校等が対等の立場で共に取り組む重要性

が増している。 

・子どもと教師の向き合う時間を適切に確保していくためには、教師の多忙化問題に対応して

いく必要がある。 

 

 

■取組方針 

次代を担う子どもたちに、生活習慣や社会のルールを身に付けさせた上で、健やかに育ち、心

豊かで確かな学力、たくましく生きる力を育成する取組を進めます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

5-2 

就学前からの教育

の充実 

 

5-2-1 

幼児教育の充実 

幼稚園などの円滑な運営、振興に努めるとと

もに、保育・教育の内容を充実させます。ま

た、幼稚園・保育所（園）と小学校との接続

期における育ちと学びの連続性を確保するシ

ステム（幼保小接続期プログラム「えがお」

「わくわく」）の充実を図ります。 

5-2-2 

義務教育の充実 

小中学校の義務教育では、基礎学力の定着と

ともに、社会の一員として心豊かでたくまし

く、ふるさと佐賀に愛着と誇りを持った児童

生徒の育成を図ります。各学校においては、

学校や教師が担う業務の適正化などにより教

師が子どもと向き合う時間を確保するととも

に、学校の組織力や教職員の資質の向上及び、

特色のある学校教育の充実を図ります。さら

に、他者との多様な関わりや体験活動の充実

を図るとともに、ＩＣＴ＊環境を整備し、その

特性を活かした教育の充実に取り組みます。

また、「子どもの育ちの連続性」を確保し、発

達段階に応じて円滑な移行が行えるよう小中

一貫・連携教育を推進します。 
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5-2-3 

いじめ、不登校等対策と特

別支援 特別な配慮を必要

とする児童生徒へのきめ

細かな教育の充実 

いじめ、不登校、問題行動等については、相

談体制を充実し、学校、家庭、地域、関係機

関が連携して対応及び解決に取り組むととも

に、未然防止のために、人権・同和教育及び

道徳教育、体験活動を通して心の教育の充実

を図ります。あわせて不登校児童生徒の学校

復帰の実現をめざします。 

また、全ての 日本語指導を必要とする児童生

徒や特別な支援を必要とする児童生徒＊が円

滑に学校生活を送れることができるよう環境

を整えるとともに、個々のニーズにあった支

援ができるように専門機関と連携しながら校

内支援体制の充実及び 幼保・小・中と切れ目

のない組織の構築 校内支援体制の充実を図

ります。 

5-2-4 

公平な教育機会の確保 

子どもたちが、経済的状況、地理的理由等に

左右されず、教育の機会を等しく享受できる

よう努めます。 

5-2-5 

安全な給食の提供と 

食育の推進 

子どもたちの健全な成長を促すため、適正な

基準に基づく調理を行うとともに、地域の特

産物などを用いた食に関する教育に積極的に

取り組みます。また、衛生面・安全面を充実

させるため、給食施設の改築や設備の更新な

どを計画的に実施します。 

5-2-6 

教育環境の充実 

小中学校の整備や維持管理を適切に行い、良

好な教育環境の確保に努めます。また、学校

は災害時の地域の防災拠点として 、耐震化に

あわせ、 の機能を併せ持つため、施設の改修

等を計画的に実施します。 

【見直しの理由】 

・子どもと教師の向き合う時間を適切に確保していくためには、教師の多忙化問題に対応して

いく必要がある。 

・特別な支援を必要とする児童生徒のトータルライフを考慮した支援のあり方を検討している。

（発達障がい者トータルライフ支援検討委員会） 

・耐震化は、平成 30 年度に完了した。 

 

■ 関連する計画 

教育振興基本計画 （H27～H31 2020～2024） 

食育推進基本計画 （2015～2021） 

 

 

 

 



76 

 

                                                          
＊インクルーシブ教育：人間の多様性の尊重等の強化、障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、

自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ教育。 
＊合理的配慮：障がいのある子どもが、他の子どもと平等に「教育を受ける権利」を享有・行使することを確保するために、学

校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことであり、障がいのある子どもに対し、その状況に応じて、学校教

育を受ける場合に個別に必要とされるものであり、学校の設置者及び学校に対して、体制面、財政面において、均衡を失した

又は過度の負担を課さないもの。 
＊就学援助：経済的な理由により学用品費などの支払いが困難な家庭に対して、その費用の一部を援助する制度。 
＊ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略。コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービスなどの総称。近年、ＡＩやロボティクスなどの技術革新が急速に進んでいる。 
＊特別な支援を必要とする児童生徒：知的・肢体不自由・視覚・聴覚・病弱の障がいだけでなく、LD（学習障がい）、ADHD（注

意欠如多動性障がい）、ＡＳＤ（自閉スペクトラム症）等を含めた障がいのある児童生徒。 
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5-3 家庭・地域・企業等の教育力の向上 

施策統括責任課 

社会教育課 

■ めざす姿（成果目標） 

全ての大人が子どもの育成に関心を持ち、かつ主体的に関わることで、

子どもたちは、自らが社会の一員であると認識し、責任を自覚している。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

地域の行事や活動に参加している
市民の割合 

％ 37.0 42.2 46.6 55.0 

「子どもへのまなざし運動＊」の市
民の認知度 

％ 34.0 36.1 43.0 50.0 

佐賀市が好きと回答した割合（小学
４年生から中学３年生） 

％ 88.7 89.5 92.0 

「子どもへのまなざし運動」を意識
して子どもと関わるようになった
市民の割合 

％ 35.4 34.4 45.0 

犯罪・触法少年数＊が市内の小学生
から 20 歳未満の数に占める割合 

％ 0.60 0.19 0.54 0.18 0.50 

【見直し理由】 

・「子どもへのまなざし運動」の成果として、子どもが郷土に愛着と誇りを持つことがあるため 

・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・子どもや若者を取り巻く環境が大きく変化する一方で、ますます大人や他者との付き合いやつ

ながりが希薄になってきています。 

・本市では、子ども・若者の健全育成のため様々な取組を行ってきましたが、地域全体で子ども

や若者を見守り育てていく意識が、市民全体に浸透するまでには至っていないのが現状です。 

【課題】 

・多くの大人が子どもの育ちを目的とした活動に積極的に関わるよう働きかけ、「子どもへのま

なざし運動」の趣旨を自覚し、取り組む必要があります。 

・ 国や県の機関への、引きこもりやニート ニート、ひきこもり、不登校等の困難を有する子ど

も・若者 に関する相談件数が増加しており、その約半数が佐賀市民であることから、このよ

うな子どもや若者への対応も求められています。 やその家族が抱える問題に対し、国、県、

市、その他の支援機関が連携して改善に取り組むことが求められています。 

・スマートフォンの普及に伴い、ＳＮＳ＊等に関連した犯罪、トラブル等が増加していることか

ら、ネットルールを含めた非行防止について啓発を進めていく必要性が高まっています。 

【見直し理由】 

・平成 28 年 10 月から佐賀市青少年センターにて「子ども・若者支援事業」を開始している。

子どもや若者を取り巻く問題等は多様化している中で、本人のみならず家族も含めた対応を

進めていく等、取組の強化を図っていく必要がある。 

 

 

■ 取組方針 

子どもや若者が地域社会でのルールを守るとともに、市民の一員として将来の佐賀市を担って

いくための役割や責任を自覚させる取組や、家庭だけでなく学校、地域、企業等も積極的に関わ

っていくための取組を推進していきます。 
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施  策 取組（基本事業） 概    要 

5-3 

家庭・地域・企業等

の教育力の向上 

 

5-3-1 

「子どもへのまなざし運

動」の推進 

「子どもへのまなざし運動」を推進し、全て

の市民が子どもに関心を持つ社会の構築をめ

ざします。また、「子どもへのまなざし運動」

の中で、子どもが社会において保障されるべ

き様々な権利の尊重に努め、子どもの「出番」

「役割」「承認」を創出することで、子どもの

地域行事への積極的な参加を促し、「市民性
＊」をはぐくむ意識を醸成していきます。 

5-3-2 

子ども・若者の健全育成 

自然体験・野外体験や異世代との交流活動を

通して、子ども・若者の育成を推進します。 

また、困難を有する子ども・若者 へ対応した

相談のネットワークづくりや やその家族を

対象とした相談支援体制の強化、非行防止啓

発・見守り活動の取組を、国、県、市民活動

団体、支援機関等の関係機関と連携して実施

します。情報化社会の進展に伴い、情報機器

の利便性と危険性や情報モラルを身に付ける

ことの重要性について広報に努めます。 

【見直し理由】 

・平成 28 年 10 月から佐賀市青少年センターにて「子ども・若者支援事業」を開始している。

子どもや若者を取り巻く問題等は多様化している中で、本人のみならず家族も含めた対応を

進めていく等、取組の強化を図っていく必要がある。 

 ・情報化社会の進展に伴った取組を図っていく必要がある。 

 

■ 関連する計画 

教育振興基本計画 （H27～H31 2020～2024） 
                                                          
＊子どもへのまなざし運動：正式名称を「市民総参加子ども育成運動」という。全ての大人が子どもの育成に関心を持ち、かつ

主体的に関わる社会「子どもへのまなざし“100％” のまち」の実現をめざし、市民総参加で子どもを育む市民運動のこと。 
＊犯罪・触法少年：犯罪少年とは、罪を犯した 14 歳以上 20 歳未満の少年をいい、触法少年とは、刑罰法令に触れる行為をした

14 歳未満の少年をいう。 
＊ＳＮＳ：ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略。友人同士や、同じ趣味を持つ人同士など、

登録された利用者同士が交流できる Web サイトの会員制サービスのこと。 
＊市民性：2002 年英国ではじまった「市民性教育（citizenship education）」から派生した言葉で、よりよい社会の実現のため

に、まわりの人と積極的に関わろうとする資質のこと。 
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5-4 自ら学ぶ生涯学習の推進 

施策統括責任課 

社会教育課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、身近なところで必要な知識や技術を学ぶことができ、学んだこ

とを社会生活に活かしたり、生きがいを持って暮らしている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

仕事や学校以外で、何らかの知識
や技術を身に付けるための取組を
している市民の割合 

％ 33.4 27.9 42.4 50.0 

市立公民館 及び生涯学習センタ
ー の年度利用者数 

人 705,469 701,903 730,000 750,000 

【見直しの理由】 

 ・生涯学習センターを公民館に統一したため。 

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・生活水準の向上と自由時間の増大により価値観や生活意識が多様化し、ゆとりや生きがいなど

精神的な豊かさへの欲求が強くなっており、市民の生涯学習に対する関心が高まっています。 

・本市では、多様化する市民ニーズに対応するため、公民館や生涯学習センター、 図書館など

を中心として、学習機会の提供や学習環境の整備などを行い、生涯学習の推進を図っています。 

【課題】 

・多様化する市民のニーズに対し、より効果的、効率的に対応するため、大学や事業者など、他

の生涯学習機関などと連携することで、生涯学習の機会を充実させていく必要があります。 
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・地域の担い手づくりが重要な課題となっていることから、活動や学び合いを通してリーダー的

人材を発掘し、新たな担い手を育成する必要があります。 

・公民館や図書館などの社会教育施設は、利用者のニーズに応じた機能拡充を進め、生涯学習の

拠点や交流の場などとして活用していくことが求められます。 

【見直しの理由】 

 ・生涯学習センターを公民館に統一したため。 

 

■ 取組方針 

市民一人ひとりの生きがいづくりや自己実現を図るとともに、個人の学習の成果を地域のまち

づくりや様々な課題の解決に活かせるよう、地域と行政が連携した講座を充実させ、市民ニーズ

に応えられる生涯学習の実現に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

5-4 

自ら学ぶ生涯学習

の推進 

 

5-4-1 

多様な学習機会の提供 

県や大学等との相互連携と役割分担により、

生涯にわたって自己啓発に取り組むことがで

きるよう、学習機会の充実を図ります。 

公民館等 においては、様々な地域資源の発

掘・活用などに努め、活動や学び合いを通じ

て得た成果がまちづくり活動などにつながる

ような生涯学習を推進します するとともに、

ＳＮＳ＊等を活用した効果的な情報発信の実

施、住民ニーズや社会的課題を的確に捉えた

気軽で参加しやすい講座・事業等に取り組み

ます。また、図書館が担う役割を明確にし、

利用価値を高めていきます については、市民

が生涯にわたって自主的な学習を行うための

情報や資料等を整備し、市民ニーズに沿った

運営を行います。 

5-4-2 

生涯学習施設の整備・運営 

生涯学習の拠点、交流の場、地域活動の拠点

としての円滑な利用のため、地域の実情に応

じた施設整備や適正な維持管理に努めます。 

【見直しの理由】 

 ・生涯学習センターを公民館に統一したため。 

 

■ 関連する計画 

教育振興基本計画 （H27～H31 2020～2024） 

図書館サービス計画 （H21～H27 2016～2020） 

社会教育の指針（H21～ 2009～） 
                                                          
＊ＳＮＳ：ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略。友人同士や、同じ趣味を持つ人同士など、

登録された利用者同士が交流できる Web サイトの会員制サービスのこと。  
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5-5 誰もが親しめる市民スポーツの充実 

施策統括責任課 

スポーツ振興課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民誰もが、生涯を通じてスポーツに親しむことができ、いきいきと暮

らしている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

日常的に（週に１回以上）運動・
スポーツをしている市民の割合 

％ 48.5 50.6 54.5 60.0 

運動やスポーツが好きな小中学生
の割合 

％ ―  88.3 95.0 

【見直しの理由】 

 ・市民のスポーツに対する意識向上を図るためには、子どもの頃からのスポーツへの親しみや

運動習慣を意識する必要があるため。 

 

   

 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・スポーツは、市民の心身両面にわたる健康の保持増進に大きく貢献するとともに、青少年の健

全育成、地域コミュニティ形成などにつながることが期待されています。本市では、さが桜マ

ラソンのフルマラソン化や天然芝を使用したサッカー・ラグビー場を新設するなど、競技や施

設の充実を図ってきました。 
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・2020 年（平成 32 年 令和 2 年）の夏季オリンピック・パラリンピック競技大会が東京で開催

されることに伴い、 、また 2023 年（令和 5年）に国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大

会が佐賀で開催されることに伴い、スポーツへの関心が高まってきています。一方、本市では、

日常的にスポーツを行っている市民の割合が半数になっています。 

【課題】 

・生活の利便性が更に向上し、日常生活の身体活動の低下が見込まれるため、意識的に身体を動

かし、体力低下や健康不安を自ら解決していくことが必要です。 ビジネスパーソンや女性、

子育て世代のスポーツ実施率が低下しているため、スポーツへの関わりが少ない世代や関心の

ない層への積極的な支援が必要となっています。  

・少年スポーツ活動では、子どもたちの体力や発達段階を無視した過度の練習や、勝利至上主義

的な競技活動に対して、健康面や教育面での弊害が指摘されています。 

・誰もが快適にスポーツに親しむことができる環境の整備が求められています。 

【見直しの理由】 

 ・スポーツへの関心の薄れが課題となっており、環境づくりや意識向上を図っていく必要があ

るため。 

 

■ 取組方針 

市民のライフステージに応じた健康、体力づくりを進めるため、誰もが、いつでも、どこでも、

いつまでもスポーツに接することのできる環境づくりに取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

5-5 

誰もが親しめる市

民スポーツの充実 

 

5-5-1 

生涯スポーツの推進 

定期的なスポーツ実施者数を増やしていくた

めに、総合型地域スポーツクラブ＊の育成、

スポーツ教室の開催、ニュースポーツ＊の普

及に努めるとともに、スポーツの効果や魅力

について意識啓発を行います。また、様々な

条件や時間的制約などがある市民も、気軽に

スポーツに取り組めるような環境づくりを推

進します。 

スポーツ推進委員協議会等の関係機関と連携

し、地域におけるスポーツの推進に努めます。

さらに、障がい者のスポーツ活動の促進や、

スポーツ活動を支えるスポーツボランティア

の育成などを通して、定期的にスポーツを実

施する市民の増加を図ります。 

また、国内外のトップレベルのチームの合宿

やキャンプを誘致したり、県内プロスポーツ

チームと交流したりすることで、市民がスポ

ーツに親しむ機会を創出します。 
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5-5-2 

競技スポーツの推進 

スポーツ競技会や 「少年スポーツのあり方に

ついての取組方針」に則り、適正な指導によ

る少年スポーツの充実を図るため、スポーツ

指導者の育成・強化、 を行います。また、各

種大会への派遣・援助などを行い、競技力の

向上に努めます。 支援のほか、トップレベル

の選手・指導者による実技指導や指導法の講

習などの機会を創り、選手の競技力、並びに

指導者の資質の向上を図ります。 

5-5-3 

スポーツ施設の整備と活

用 

スポーツ施設の有効活用と環境整備を図りま

す。また、市内の施設の情報提供を充実させ

ます。 国民スポーツ大会・全国障害者スポー

ツ大会の開催に向けて施設を整備し、大会後

もスポーツ活動の拠点として活用します。 

【見直しの理由】 

・スポーツへの関心の薄れが課題となっており、環境づくりや意識向上を図っていく必要があ

るため。 

 

■ 関連する計画 

教育振興基本計画（H27～H31 2020～2024） 

スポーツ推進計画（H27～H31 2020～2024） 
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5-6 未来につなげる文化の振興 

施策統括責任課 

文化振興課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民が子どもの頃から文化芸術や地域の歴史遺産に親しむ環境が整って

おり、市民自ら文化芸術活動や歴史遺産の保存・継承活動に取り組んで

いる。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

市内で開催された歴史関連のイベ
ントや活動に参加または自ら取り
組んだ市民の割合 

％ 17.4 24.6 20.5  25.0 23.0 

市内で開催された文化芸術関連の
イベントや活動に参加または自ら
取り組んだ市民の割合 

％ 45.1 41.5 54.0 50.0 60.0 

【見直し理由】 

 ・（歴史関連）現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 

・（文化芸術関連）現行の目標値を達成することが困難なため。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・本市には数多くの歴史遺産が存在しています。特に近年は、 7,000 年前 約 8,000 年前の日本

最古の湿地性貝塚＊で編みカゴが多量に出土した東名遺跡＊や、幕末佐賀藩の近代化産業遺産＊

に注目が集まっています。なかでも 史跡 三重津海軍所跡＊   三重津海軍所跡＊は、幕末に日本

で行われた西洋の船作りや修理の実態を知ることのできる遺跡として高く評価されており、

「明治日本の産業革命遺産 九州・山口と関連地域」＊の構成資産にもなっています。 2015

年（平成 27 年）に「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」＊の構成資産の

ひとつとして、世界文化遺産に登録されています。 

・市内には多くの伝統芸能が保存・継承されており、2018 年（平成 30 年）には見島のカセドリ
＊が全国 10 行事で構成する「来訪神：仮面・仮装の神々」＊として、無形文化遺産に登録され

ています。 

・本市では、城下町の骨格をなす街路と水路の多くが、当時のまま現在に引き継がれています。

このような空間や景観が城下町佐賀の特徴であり、その歴史的風致の維持向上のため、様々な

事業を進めています。 

・文化芸術の分野においては、活動者の自主性の尊重とともに、誰もが等しく文化芸術の鑑賞、

参加、創造ができる環境の整備が求められる中、本市においては、人づくりやまちづくりの視

点を採り入れながら、総合的に文化芸術の振興を図ることをめざしています。 

【課題】 

・市内にある歴史遺産や伝統芸能について、その存在や重要性を多くの市民が知り、保存や継承

のための活動が活発になるよう取り組んでいく必要があります。 

・市民が暮らしの中で多様な文化芸術に触れたり、自ら取り組んだりしやすい環境づくりが求め

られています。 

・文化施設については、老朽化により建物自体の改修や設備の更新を要するものがあり、安全で

快適な利用環境を提供していくための対応が必要です。 

【見直し理由】 

・最新の状況を反映した。 

 

 

■ 取組方針 

市内に残る歴史遺産や伝統芸能を保存・継承するだけではなく、積極的に活用することで、本

市の歴史や文化に関心を持つ人を増やす取組を行っていきます。 

また、誰もが身近で気軽に文化芸術に触れる機会を提供するとともに、活動できる環境の整備

に努めます。 
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施  策 取組（基本事業） 概    要 

5-6 

未来につなげる文

化の振興 

 

5-6-1 

歴史遺産等の保存･継承と

整備・活用 

市内の歴史的風致の維持向上のため、貴重な

歴史遺産や伝統芸能については、調査等を行

いながら適切に保存するとともに、積極的に

情報を発信します。また、 し、活用を進めま

す。また、そのために必要な施設等の整備や

耐震対策の実施なども行い、未来へ継承でき

るよう努めます。さらに、各地域で伝統的に

行われている地域文化活動を支援し、伝統文

化の継承者育成や保存に努めます。 

5-6-2 

市民文化活動の創造 

佐賀市民芸術祭を充実、発展させることで、

市民が文化芸術活動に触れる機会や発表の場

を提供します。また、地元で活動する芸術家

の発掘や支援につなげます。 

5-6-3 

文化施設の運営・整備 

文化施設の整備や設備の改修等を行うととも

に、適切な運営に努め、市民が安心して安全、

快適に利用できるような環境整備を進めま

す。 

【見直し理由】 

・貴重な歴史遺産等を適切に保存し、将来へと確実に継承していく必要があるため。 

 

■ 関連する計画 

教育振興基本計画（H27～H31 2020～2024） 

文化振興基本計画（H24～H28 2017～2020） 

歴史的風致維持向上計画＊（H24～H33 2012～2021） 

                                                          
＊湿地性貝塚：貝塚は、縄文人が食べた貝の貝殻を長い間、同じ場所に捨て続けることで小高く盛り上がった状態になったもの。

低湿地に形成されるものを湿地性貝塚という。 
＊東名遺跡：約 8,000 年前の日本最古の湿地性貝塚で、縄文時代を代表する遺跡の一つである。集落・墓地・貝塚・貯蔵穴がそ

ろって発見され、当時の生活や文化を知りうる貴重な遺跡であるとして 2016 年に国史跡に指定された。 
＊幕末佐賀藩の近代化産業遺産：築地反射炉跡、精煉方跡、多布施反射炉跡、三重津海軍所跡など、幕末・維新期において製鉄・

造船といった分野で、日本の近代化・工業化のさきがけとして、重要な役割を担った遺跡のこと。 
＊三重津海軍所跡：佐賀藩の洋式海軍の拠点であり、洋式船の修理や製造などが行なわれ、日本初となる実用的な蒸気船「凌風

丸」が建造された場所であり、現存するものとしては国内最古の修理用ドライドック（乾船渠）が確認された。 
＊「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」：九州・山口を中心とする８県 11 市に存在する製鉄・製鋼、造船、

石炭産業の重工業分野の産業遺産や現役で稼働する工場等の 23 の資産を、ひとつの価値を有する群としてまとめたもの。幕末

から明治にかけての極めて短期間に、西洋から非西洋への産業化の移転が初めて成功した過程を証言したものとして、2015 年

に世界文化遺産に登録された。 
＊見島のカセドリ：佐賀市蓮池町の見島地区で行われている小正月の来訪神の行事で、笠を被り、藁蓑をつけたカセドリと呼ば

れる青年２人が、夜に地区内の家々を順番に訪れる。カセドリは、玄関口から勢いよく家の中に飛び込むと、手に持った青竹

を激しく畳や床に打ち付けて悪霊を祓い、その年の家内安全や五穀豊穣を祈願するもの。2003 年に国重要無形民俗文化財に指

定された。 

＊「来訪神：仮面・仮装の神々」：仮面･仮装の異形の姿をしたものが、「来訪神」として正月などに家々を訪れ、新たな年を迎え

るに当たって怠け者を戒めたり、人々に幸や福をもたらしたりする年中行事。国指定重要無形民俗文化財の 10 件を構成要素と

してグループ化したものが 2018 年に無形文化遺産に登録された。 

＊歴史的風致維持向上計画：「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」に基づき、佐賀城下町地区（計画で定める

重点区域内）において、歴史的風致の維持及び向上に資する事業を行うための計画。「歴史的風致」とは、地域における固有の

歴史や伝統を反映した人々の活動と、活動が行われる歴史上価値の高い建造物及び周辺の市街地とが一体となって形成してき

た良好な市街地の環境のこと。 
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6-1 参加と協働によるまちづくり 

施策統括責任課 

協働推進課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、まちづくりの主体として積極的に市民活動を展開し、参加と協

働によるまちづくりが行われている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

市民活動（まちづくりや地域の活
動等）を行っている市民の割合 

％ 32.7 33.1 42.5 50.0 

地域コミュニティ組織（まちづく
り協議会）の設立校区数 

校区 12 30   32 32 

市民活動団体ガイドブック登録団
体数 

団体 333 305  350 360 

   

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・地方分権の進展により、市独自の判断で特色あるまちづくりを進める裁量が広がっています。

また、今後、人口が減少していく中で社会を支えていくためには、様々な人・団体が主体性を

持って積極的に活動していくことが大切です。 

・本市では、 2014 年（平成 26 年）に「佐賀市まちづくり自治基本条例」を施行し、 市民、市

民活動団体、事業者などが自ら地域の課題解決に積極的に取り組み、行政とともにまちづくり

を進めていくため よう、まちづくりにおける市民の権利・役割、行政の役割・仕組みなどを

示した「佐賀市まちづくり自治基本条例」を 2014 年（平成 26 年）に施行しました。 ていま

す。  
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・地域では、自治会を中心として、女性や高齢者の団体、こども会、体育協会などが様々な分野

で地域特有の課題の解決や暮らしやすい環境づくりに向けて、コミュニティ活動を展開してい

ます。 

・旅行や業務での市民の海外渡航の機会が増大する一方、外国人観光客や留学生・技能実習生な

どの在住外国人との交流機会も増加しており、日常生活の中で外国人との円滑なコミュニケー

ションを図るための国際理解が一層必要となっています。 

【課題】 

・ 「まちづくり自治基本条例」を基本として「参加と協働によるまちづくり」について市民、

市民活動団体、事業者などへの周知啓発に と情報共有に努めることで、市民のまちづくりへ

の参加を促し、地域や社会の課題解決を進める協働の取組が広がっていくことが求められてい

ます。 

・ 人口減少や少子・高齢化に伴う様々な地域課題に的確に対応していくために、持続可能な地

域づくりを行っていくために、市民、地域の各種団体、行政などの適切な役割分担のもと、地

域コミュニティ 「まちづくり協議会」をはじめとしたあらゆる場において、それぞれが連携

を図り、市民が主役 体となったまちづくりを推進していくことが重要になっています。 

・本市のＮＰＯ法人などの市民活動団体は順調に増加していますが、財政基盤の弱さや、組織運

営を継続するための人材やノウハウの不足等の問題を抱えている団体も存在しています。市民

活動団体の持続可能な環境づくりが求められています。  

・まちづくりには国際的な視点も必要であり、外国の都市、団体等との交流や市民の多文化共生

の推進を図ることにより、市民の国際的な視野を広げ、文化の多様性への理解を深めることが

一層求められています。 

【見直しの理由】 

 ・現在の状況に応じ文言を修正した。 

 ・在住外国人は年々増加しており、市民としての支援ニーズが増してきている。 

 ・市民活動団体においては、会員の高齢化や後継者不足等により活動を休止する団体も出てき

ていることから、持続的な活動となるよう支援していく必要がある。 

 

■ 取組方針 

まちづくり自治基本条例の趣旨に沿った「参加と協働によるまちづくり」を推進するため、ま

ちづくりの様々な機会において市民の参加を促し、行政、市民活動団体や事業者などの多様な主

体間での協働による取組を進めます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

6-1 

参加と協働による

まちづくり 

 

6-1-1 

市民参加と協働の促進 

「まちづくり自治基本条例」、「参加と協働を

すすめる指針」に基づき、市民のまちづくり

への参加を促し、多様な主体間での協働によ

る取組を進めます。 
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6-1-2 

地域コミュニティ活動の

推進 

地域活動の主体である自治会の活性化を支援

するとともに、様々な地域活動の主体が特性

を活かして、それぞれの地域に応じた活動を

行うことで相乗効果が発揮されるよう、地域

コミュニティ組織の設立と運営を支援しま

す。 各校区で組織されている「まちづくり協

議会」の活動を支援するとともに、地域と行

政のさらなる連携を推進します。 

 

6-1-3 

市民活動団体への支援 

市民活動団体の自主的な活動を促進するた

め、活動拠点や情報を提供するとともに、人

材育成や啓発 相談支援等を進め、より活動し

やすい環境の整備などの支援を行います。 

6-1-4 

多文化共生の推進 

姉妹都市＊交流や国際理解講座等を通して、

文化の多様性についての市民の理解を深める

とともに、関連団体との連携を図りながら、

外国人と市民との交流や在住外国人への支援

促進に向けた活動を推進します。 

【見直しの理由】 

 ・まちづくり協議会の設立が最終目標に近づいたことから、次の段階として協議会活動の支援

や連携の推進へ取組方向を移行する。 

 ・在住外国人は年々増加しており、市民としての支援ニーズに対応していく必要がある。 

 

■ 関連する計画 

参加と協働をすすめる指針（H20～ 2008～） 
                                                          
＊姉妹都市：アメリカ・ニューヨーク州グレンズフォールズ市及びウォーリン郡、韓国・釜山広域市蓮堤区、ブラジル・リメイ

ラ市、フランス・クサック村。友好都市は中国・江蘇省連雲港市。 
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6-2 情報共有の推進 

施策統括責任課 

秘書課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

効率的な情報発信と市民ニーズの積極的な把握によって、市政に市民の

意向が適切に反映されている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

市報を見ている市民の割合 ％ 81.1 84.5 87.0 

市ホームページへのアクセス件数 千件 3,529 3,800 4,000 

必要な市政情報が入手できている
と感じる市民の割合 

％ ― 66.7 69.7 

市政への提言の数 

提言への対応数 
件 

409 

280 

460 470 

209 

520 

364 

【見直しの理由】 

 市政情報の取得手段が多様化しているため。 

   

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・本市では、これまで、市報やホームページ、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌など情報媒体の活用

のほか、必要に応じて市民説明会等を開催しながら、 佐賀市公式ＳＮＳ＊（フェイスブック、

ツイッター、インスタグラム）を使って、市政情報の提供に努めてきました。 

・市民からの意見聴取については、提言制度の活用をはじめ、市長と語る会、パブリックコメン

ト制度＊、各種審議会などを通して、多様な意見の把握に努めています。 
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・本市では、情報公開制度の総合的推進を通じて公正で開かれた市政の推進を図るとともに、個

人情報の適正な管理に努めています。 

・2014 年（平成 26 年）にまちづくり自治基本条例を施行しており、参加と協働によるまちづく

りを進める前提として、情報共有の推進がますます重要となってきます。 

【課題】 

・情報提供については、市民ニーズの多様化により、伝えるべき情報量は年々増加しており、市

民の年齢や地域、ライフスタイルに応じた伝わりやすい情報発信の方法や情報提供の仕組みの

充実が求められています。 

・市民からの意見聴取においては、意見を出す人が比較的に高い年齢層に偏る傾向があり、これ

までの取組に加え、幅広い年齢層が市に意見を伝えるようになる仕組みづくりが求められてい

ます。 

・取り扱う情報量の増大に伴い、取得した情報については、市民が不利益を被ることのないよう

適切に管理することがますます重要となります。 

・様々なメディアを活用して佐賀市の魅力を発信し、佐賀市に興味を持ってもらうことで、本市

の認知度の向上やイメージアップを図ることが必要です。 

【見直しの理由】 

 ・情報通信技術の進展に伴い多様化する情報媒体に対応していく必要がある。 

 

 

■ 取組方針 

市民ニーズが的確に反映された市政運営を行うため、まちづくりに関する情報を積極的に発信

し、市民、事業者、市民活動団体、議会、行政の情報の共有化を推進します。あわせて、幅広い

市民の意見を市政に反映させるとともに、収集した情報を適切に管理します。 

また、市のイメージの向上のため、市内外に本市の魅力等を発信していきます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

6-2 

情報共有の推進 

 

6-2-1 

広報の充実 

市報やホームページのほか、フェイスブック、

ツイッター、インスタグラムなどのＳＮＳ等

を活用し、メディアや情報紙等の広報媒体を

組み合わせながら、きめ細かな 多角的に幅広

い世代に届くように情報発信を行います。 

6-2-2 

広聴の充実 

市政への提言やパブリックコメント等の制度

の活用に加え、インターネット等の双方向メ

ディアを利用して、幅広い市民の意見を収集

します。 

6-2-3 

適切な情報管理の推進 

公文書管理など適切な情報管理を行うととも

に、情報の公開と個人情報の適正管理を推進

します。 
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6-2-4 

市のイメージの向上 

対象を明確にした上で、適切な情報媒体によ

り本市の魅力の発信に努め、市のイメージの

向上を図ります。 

【見直しの理由】 

 ・情報通信技術の進展に伴い多様化する情報媒体に対応していく必要がある。 

 

                                                          
＊ＳＮＳ：ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略。「人同士のつながり」を電子化するサー

ビスのこと。ツイッターやフェイスブックなど。 
＊パブリックコメント制度：パブリック（public）は「公衆」、コメント（comment）は「意見」の意味で、市が重要な政策や計

画などを策定する際に、事前に原案を公表して広く市民から意見を求め、それを考慮して政策や計画などを決定する制度。寄

せられた意見に対しては、市の考え方が公表される。 
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6-3 人権尊重の確立 

施策統括責任課 

 人権・同和政策・男女参画課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市民は、お互いの人権を侵害することなく、お互いの人権を尊重してい

る。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

人権・同和問題に関心がある市民
の割合 （女性・子ども・高齢者・
障がいのある人・外国人・ＬＧＢ
Ｔｓ＊などへの偏見や差別・インタ
ーネットによる人権侵害など）  

％ 48.5 55.7 55.0 60.0 

人権侵害を受けたことがある市民
の割合 

％ 5.1 3.3  4.3 2.8 3.5 

【見直しの理由】 

 ・表現を具体化することで、より正確な数値を把握する。 

 ・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・本市では、市民一人ひとりの人権が尊重された明るい社会の実現をめざして、社会教育や学校

教育を通して、市民啓発や人権教育に取り組んできました。  

・市民の人権に対する感覚が鋭くなってきており、2012 年（平成 24 年）には、厚生労働省が「パ

ワーハラスメント＊」を定義するなど、国をあげて人権に対する取組が行われています。2013

年度（平成 25 年度）版人権教育・啓発白書で職場での嫌がらせに関する調査項目が新たに追

加されましたが、「嫌がらせを受けたことがある」と回答した人が 24.2％となっており、調査

項目の中で第２位となっています。  

・価値観の多様化やインターネットの急速な普及等の社会情勢の変化に伴い、さまざまな人権問

題は複雑・多様化しています。性的指向や性自認に関わる人権問題、子どもの貧困など新たな

課題が顕在化し、インターネットを悪用した人権侵害は年々増加傾向にあり憂慮する状況で

す。また、2016 年（平成 28 年）に差別の解消を目的として障害者差別解消法＊、ヘイトスピ

ーチ対策法＊、部落差別解消推進法＊が施行されました。 

・本市では、全ての人の人権が尊重され、共に支え合い、共に生きることができる「共生社会の

実現」をめざし、教育や啓発を推進してきました。学校教育においては、これまでも人権尊重

の精神に徹し、真に差別をなくしていく意志と、実践力を持った児童生徒の育成に努めてきま

した。このような取組の中で、人権教育・啓発の現状と課題及び具体的施策を明らかにして、

その推進を図るための指針として、「佐賀市人権教育・啓発基本方針」を 2019 年（平成 31 年）

３月に改訂しました。  

 

【課題】 

・社会情勢の変化に伴う様々な人権問題に対応するためには 伴い、女性、子ども、障がいのあ

る人、外国人、ＬＧＢＴｓ、犯罪被害者などの人権問題について理解や認識を深めることが求

められています。学校では依然として、差別的発言、いじめや不登校といった問題など、子ど

もの人権にかかわる課題が存在しています。こうした状況を改善するためには、子どもから大

人まで、あらゆる場において、人権啓発や人権教育 人権教育・啓発を推進していく必要があ

ります。 ことや、早期に人権感覚を身に付けるためには就学前からの啓発も していくことが

重要であり になってきます。そのことは、同時にその保護者を啓発していくことにもつなが

ります。 また、職場でのパワーハラスメント等を含め、企業での人権啓発にも力を入れてい

く必要があります。 

・同和問題について、差別意識は全体として解消の方向へ進んでいますが、この問題に対する認

識と理解はまだ十分とはいえないため、更に広く市民に啓発していく必要があります。 

 

【見直しの理由】 

 ・人権問題は複雑、多様化しており、互いが理解し共生できる社会の実現に取り組んでいく必

要がある。 
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■ 取組方針 

全ての市民が人権についての理解を深め、人権を侵害されることなく一人ひとりが尊重され、

ともに支え合い、ともに生きる「共生社会の実現」をめざし、生涯を通しての人権教育・啓発と

同和問題の解決に向けた取組を進めます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

6-3 

人権尊重の確立 

6-3-1 

人権意識の高揚 

・地域における 専門講師の活用や参加体験型

の学習の導入等により、社会教育や学校教

育に加え、就学前からの教育・啓発、企業

での啓発も視野に入れながら など、生涯を

通しての人権教育・啓発の事業を充実させ

ていきます。また、人権学習のリーダーと

して活動する指導者の拡大を図るほか、指

導者間の交流、新たな知識の習得など、指

導者の資質向上のための取組を進めます。 

学校教育においては、これまでの人権・同

和教育の成果と教訓を生かし、子どもたち

の「自分の大切さとともに他の人の大切さ

を認めることができる力」を育んでいきま

す。さらに、教科化される「特別の教科道

徳」（道徳科）の充実を図ることにより、い

っそう人権教育の推進を図ります。 

6-3-2 

同和対策の推進 

・同和問題の解決に向けて、関係諸団体との

連携、啓発に努めます。 

【見直しの理由】 

 ・人権問題の多様化など、変化する社会情勢に対応した取組を推進する。 

 ・学校教育の現場において、より一層の人権教育が必要であるため。 

 

■ 関連する計画 

人権教育・啓発基本方針（H20～ 2019～） 
                                                          
＊ＬＧＢＴｓ：「レズビアン（女性として女性が好きな人）、ゲイ（男性として男性が好きな人）、バイセクシャル（好きになる相

手が同性の場合も異性の場合もある人）、トランスジェンダー（生まれた時の性にとらわれない生き方をする人 身体的な性別

と性自認が一致しない人）」の英語名の頭文字からなる言葉で、「ＬＧＢＴ」に、その他の様々な性のあり方を表す「ｓ」を加

えたもの。性的少数者の人たちの総称としても用いられている。 
＊障害者差別解消法：障がいのある人もない人も、その人らしさを認め合いながらともに生きる社会をつくることをめざし、「障

害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が平成 28 年 4月から施行された。不当な差別的取り扱いの禁止と合理的配慮

の提供が定められている。 
＊ヘイトスピーチ対策法：外国人に対する差別的言動の解消を目的として「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向

けた取組の推進に関する法律」が、平成 28 年 6月から施行された。 
＊部落差別解消推進法：部落差別のない社会を実現することを目的に「部落差別の解消の推進に関する法律」が、平成 28 年 12

月から施行された。 
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6-4 個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現 

施策統括責任課 

人権・同和政策・男女参画課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

男性も女性も、お互いにその人権を尊重しつつ、責任も分かち合い、性

別に関わりなくその個性と能力を発揮できる社会となっている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

「男だから、女だから」という理
由により、自分の思い通りになら
ないことがあった市民の割合 

％ 18.7 8.2 15.5 6.7 13.0 

女性の審議会等への参画率(法令
に基づく各種審議会、委員会等) 

％ 40.3 42.8 42.0 43.0 42.0 

男性の 1日の家事関連時間「30 分
未満、全くしていない」人の割合 

％ ― 55.2 45.2 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・2014 年度（平成 26 年度） 2019 年度（令和元年度）に実施した市民意識調査によると、日常

生活において、「男女が平等である」と考えている人の割合は約３割 ２割（「地域や社会活動」

(34.2％ 20.8％)、「家庭」(37.1％ 22.8％)、「職場」(24.4％ 20.9％)）となっています。  

・「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方は、少しずつ変わりつつあるものの、い

まだ根強く残っているため、固定的な性別役割分担意識を解消し、男女共同参画社会に対する

認識を深め、定着させるための広報・啓発活動を積極的に展開しています。 

・共働き世帯は年々増え続けており、男性が家事・育児に積極的に参加することが求められてい

ます。 

・2015 年（平成 27 年）に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」

が施行、2018 年（平成 30 年）には「政治分野における男女共同参画に関する法律」が施行さ

れ、男女がともに能力を十分発揮できるよう、女性の活躍推進が求められています。 

【課題】 

・2010 年（平成 22 年） 2015 年（平成 27 年）の国の「第３次男女共同参画基本計画策定に当た

っての基本的な考え方（答申）」では、「男女共同参画は、働く女性のみの課題としてとらえら

れることが多い」と指摘しています。男女共同参画が全ての人に関わる問題であるという認識

を広め、更なる推進に努めることが必要です。 「第４次男女共同参画基本計画」では、重点

的に推進すべき項目として「あらゆる分野における女性の活躍」を掲げており、これまで以上

に、性別等に関わりなくそれぞれの多様な個性と能力を十分に発揮できるよう、男性の意識改

革を含め、女性の活躍推進に向けた取り組みが必要です。 

・佐賀市における審議会等（法令に基づく各種審議会、委員会等）の委員として、専門的な知識

を有する人を選任する場合には、男性の割合が高くなる傾向にあるため、積極的に女性を起用

するよう、継続的に働きかけを行っていく必要があります。 
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・2012 年（平成 24 年） 2017 年（平成 29 年）の国の雇用均等基本調査によると、男性の育児休

業取得率は 1.89 5.14 ％と依然として低く、また、2011 年（平成 23 年） 年々増加している

ものの、2016 年（平成 28 年）の国の社会生活基本調査では、１日のうちで家事や育児などに

要する時間は、女性 215 208 分に対して男性 42 44 分と大変低い水準にあります。そのため、

制度整備だけでなく、男性の家事参画を推進するための啓発活動や実効性のあるワーク・ライ

フ・バランスを推進することが必要です。 

・セクハラやＤＶ＊に関する正しい知識の啓発を行うとともに、被害者が相談しやすい環境づく

りを進めていく必要があります。また、状況に応じて関係機関と連携し、相談者の安全を確保

するための支援を行う必要があります。 

【見直しの理由】 

 ・女性の活躍については、国において強力に推進されており、市においても取組を進めていく

必要がある。 

 ・最新の数値や状況等を反映した。 

 

 

■ 取組方針 

家庭における固定的な性別役割分担意識の是正だけではなく、行政や企業、地域やまちづくり

活動など、社会のあらゆる分野において男女がともに支え合う社会づくりの取組を推進します。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

6-4 

個性と能力を発揮

できる男女共同参

画社会の実現 

 

6-4-1 

男女共同参画の促進 

市民への意識啓発や審議会等への参画率の向

上など、社会のあらゆる分野への女性の参画

を推進します。企業などに対しては、女性の

活躍を推進するために、管理職への登用や職

域の拡大など、に向けた働きかけを行います。

自主的かつ積極的な取組の促進とワーク・ラ

イフ・バランスの推進に向けた働きかけを行

います。 また、男女共に多様で柔軟な働き方

を可能とするため、企業などにおけるワー

ク・ライフ・バランスの更なる推進に向けた

働きかけに努めます。  

6-4-2 

女性の人権の確立 

社会の様々な場面や機会を捉えて、男女平等

や女性に対する暴力防止など、女性の人権の

確立に向けた啓発に取り組むとともに、相談

事業の充実を図り、相談者の実情に応じた支

援を行います。 

【見直しの理由】 

 ・社会情勢の変化や法律施行の状況等への対応として、ワーク・ライフ・バランスの更なる推

進を目指す。 
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■ 関連する計画 

男女共同参画計画（H23～H27 2016～2020） 

配偶者等からの暴力（DV）の防止及び被害者の支援に関する基本計画（H25～H27 2016～2020） 

女性の活躍に関する推進計画（2016～2020） 
                                                          
＊ＤＶ：ドメスティック・バイオレンス。夫婦や恋人などの親しい人間関係にあるパートナーからの暴力。暴力には、殴る、蹴

るといった身体的暴力だけでなく、言葉による精神的暴力、経済的暴力、性的暴力などがある。  
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7-1 効果的・効率的な行政経営の推進 

施策統括責任課 

企画政策課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

限られた資源の有効な活用と効率的な行政経営の実践により、質の高い

行政サービスを提供している。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

市は効率的で質の高い行政サービ
スを提供していると思う市民の割
合 

％ 44.8 50.0 54.0 

客観的・相対的評価（経営革新度
調査） 

位 7 10 以内 10 以内 

税金が無駄なく市民ニーズに沿っ
た使われ方をしていると思う市民
の割合 

％ ― 38.0 50.0 

行政経営推進プラン進捗率 ％ ― 75.7 100.0 

【見直しの理由】 

・「質の高い行政サービス」をより分かりやすい表現に改めるため。 

 ・「経営革新度調査（日本経済新聞社実施）」が平成 25 年度を最後に実施されていないため。 

   

■ 背景と課題 

【背景】 

・行政サービスの提供に当たっては、市民ニーズの多様化、高度化によって、より質の高いサー

ビスが求められていますが、同時に厳しい財政状況のもとでは、行政組織のスリム化など行政

コストの削減が伴ったものでなければいけません。 
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・本市では、民間の経営的な視点に立った「行政経営」の考え方を取り入れ、行政評価による事

務事業の改善や、ＩＣＴ＊を活用した事務の効率化など、効果的・効率的な行政経営に努めて

きました。 

【課題】 

・より一層の効率的な行政経営が求められており、引き続き、行政改革の着実な推進、行政評価

の有効活用などに取り組む必要があります。 

・事務の効率化や、より便利な 利便性が高い行政サービスの提供が求められており、今後もＩ

ＣＴを有効活用 ＡＩやロボティクス等の先端技術を積極的に活用する必要があります。 

・公有財産＊については、効率的かつ効果的な維と適正配置を図りつつ、長寿命化などの取組と

連携しながら、最大限に有効活用していく持管理ことが求められています。 公共施設等につ

いては、長期的な視点をもって施設等の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行い、将来的

な市の財政負担を軽減・平準化するとともに、最適な配置を検討する必要があります。  

・行政と市民の接点である窓口サービスについては、市民ニーズの把握に努め、満足度の高いサ

ービスを効率的に提供する必要があります。 

・市民の生活圏は行政区域を越えて広域化しており、地方公共団体の区域を越えて協力・連携す

ることが重要です。 

【見直しの理由】 

・ＡＩやＲＰＡ等の進化、ＩｏＴの実用化により、一層の効率的な事務遂行が求められる。 

・公共施設等総合管理計画の策定に伴い、公共施設等の総量の最適化とともに、予防保全的な

改修による長寿命化が市の方針として決定した。 

 

 

 

■ 取組方針 

限られた資源を有効に活用し、効率的な行政経営を推進していくため、その仕組みを充実させ、

行政改革大綱、行政改革プラン 行政改革の基本方針に基づき、一層の行財政改革に取り組みま

す。また、広域的な連携の充実を図り、より効果的かつ効率的な施策展開を検討します。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

7-1 

効果的・効率的な行

政経営の推進 

 

7-1-1 

経営の仕組みの充実 

行政改革大綱 行政経営推進プランの着実な

推進、行政評価の有効活用などにより効果

的・効率的な行政経営をめざして仕組みの充

実を図ります。 

7-1-2 

電子自治体化の推進 

費用対効果を考慮しつつ、情報システムの刷

新や統廃合等による最適化を進めるととも

に、ＩＣＴ ＡＩ、ロボティクス等の先端技術 

の活用による業務プロセスの改善と市民の利

便性の向上を図ります。 
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7-1-3 

公有財産の適切な取得・管

理 

公共施設や公有地について、アセットマネジ

メント＊の観点を踏まえ、施設の適正配置や

利活用を図ります。  公共施設等総合管理計

画に基づき総量の最適化や長寿命化を実施

し、コストの縮減及び平準化を図りつつ、最

適な配置を目指します。 

7-1-4 

効率的な窓口サービスの

提供 

接遇力の向上やワンストップサービスの推進

などの窓口サービスを充実させるとともに、

窓口業務の効率化 マイナンバーの活用等に

よる利便性の向上を図ります。  

7-1-5 

広域行政の充実 

市域を越える行政課題に対し、近隣の地方公

共団体と積極的に協力・連携することで、市

民サービスの向上を図ります。 

【見直しの理由】 

・平成 27 年度までを実施期間とする「第 2 次行政改革大綱」に代わり、「佐賀市行政経営推進

プラン」を平成 28 年度に策定している。 

・今後活用が見込まれるＩＣＴツールを例示し、取組イメージを明確に表現する。 

・佐賀市公共施設等総合管理計画（平成 26 年 4 月策定）の基本方針である「総量の最適化」と

「長寿命化」の理念を盛り込む。 

・窓口業務におけるマイナンバーの利用が徐々に拡大している現状を踏まえ、窓口業務の効率

化の具体的な方策として、マイナンバーの文言を明記する。 

 

■ 関連する計画 

行政改革大綱（H24～H27） 行政経営推進プラン（2016～） 

公共施設等総合管理計画（2017～2046） 
                                                              
＊ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略。コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービスなどの総称。近年、ＡＩやロボティクスなどの技術革新が急速に進んでいる。 
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7-2 財政の健全性の確保 

施策統括責任課 

財政課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

市の財政は、計画的、効果的に運営されている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

実質公債費比率＊ ％ 5.6 2.6 5.0 2.6 4.5 

将来負担比率＊ ％ 0 0 0 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値が 2024 年の目標値を達成した。今後厳しさを増す財政状況の中においても、

維持していくことを目指す。 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・2015 年度（平成 27 年度）から、市町村合併に伴う財政の優遇措置が縮小されることに加え、

出生数の減少や急速な高齢化の進行により生産年齢人口が減少し、市税の大きな伸びは見込め

ない状況です。 

・老齢人口の増加に伴う介護給付費や後期高齢者医療費の増 医療・介護給付費の増や子ども・

子育て支援制度の充実などにより、歳出の増加は避けられない見通しです。 

【課題】 

・今後は、限られた財源の中で財政の健全性を確保するために、事業の優先順位付けを明確に行

うなど、創意工夫のもと、事業の「選択と集中」を進めることがますます重要になります。 

・歳出の抑制とともに、歳入確保の観点から、遊休資産の活用・処分や市税の収納率の向上、受

益者負担の原則に基づいた適切な使用料・手数料の設定に努める必要があります。 

【見直しの理由】 

・幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進める「子ども・子育

て支援新制度」が平成 27 年 4 月からスタートし、子どものための教育・保育給付費が伸び続

けており、今後も必要な財政措置を行っていく。 
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■ 取組方針 

長期的視点に立って計画的な財政運営を進め、財政の健全性の維持・向上を図ります。また、

市税等の適正な賦課・収納により、歳入確保に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

7-2 

財政の健全性の確

保 

 

7-2-1 

健全な財政運営 

長期的な財政計画を策定し、限られた財源の

中で各施策のめざす成果に対する費用対効果

を最大限に発揮していきます。 

また、市の財政状況を市民に分かりやすく情

報提供します。 

7-2-2 

適切な市税の賦課・収納 

市民に税への関心を高めてもらうとともに、

適正な賦課・収納に努め、公平性を確保しつ

つ、市税収納率の向上を図ります。 

 
                                                              
＊実質公債費比率：各自治体の公債費による財政負担の度合いを判断する指標。１年間の収入に対する借金返済の負担割合で、

３か年の平均で示される。公債費とは、自治体が発行した市債の元本の返済や利息の支払などに要する経費。 
＊将来負担比率：各自治体が将来に支出しなければならない財政負担が、「標準的な状態で収入が見込まれる、各自治体の一般財

源の規模」の何倍にあたるかを示す指標。「将来にわたって返済しなければならない借金が、１年間の収入に対してどれだけを

占めるか」の割合を示すもの。 
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7-3 職員の資質向上による業務執行体制の充実 

施策統括責任課 

人事課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

職員一人ひとりの資質が高く、効率的な執行体制になっている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

能力や資質が向上したと回答した
職員の割合 

％ 62 59.7 71 80 

１年間の時間外勤務の時間数が 
３６０時間を超える職員数 

人 ― 155 0 

担当している仕事にやりがいを感
じている職員の割合 

％ ― 72.9 80.0 

【見直しの理由】 

 現行の職員アンケート結果に加え、客観的な指標を追加した。 

 

 

 

■ 背景と課題 

【背景】 

・地方分権の進展や特例市＊への移行に伴い、本市の権限と責任が拡大し、より市民ニーズに即し

た行政サービスを提供できるようになってきています。 市民ニーズの多様化、地方分権の進展

等に伴い、職員一人ひとりの業務量は年々増加傾向にあり、また、職員に求められる能力につ

いてもより高度なものとなってきています。このような中、限られた人員で、効果的・効率的

な行政運営を行い、市民の多様なニーズに対応できる執行体制を確保する必要があります。 

【課題】 

・職員は、高い倫理性を持ち、職務遂行に必要な基本的な知識を有していることが不可欠です。

その上で、多様化する市民ニーズや行政課題に柔軟かつ迅速に対応できる能力を向上させ、目

的・課題意識の高い職員の育成に努める必要があります。 

・業務執行体制や事務事業の見直しを図るとともに、次世代を担う人材の確保・育成、ベテラン

職員の持つ技能・技術の伝承を行っていく必要があります。 

・近い将来、ＡＩが業務執行に多大な影響をもたらすことが想定されているため、ＡＩ時代に対

応できる人材を育成するとともに、本来、職員として求められる課題発見能力や問題解決能力、

対人能力等についても向上させる必要があります。 
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・仕事の質の向上と生活の充実の実現によって、やりがいを感じながら働き、健康で豊かな生活

を送るという相乗効果を図るため、ワーク・ライフ・バランス＊を積極的に推進する必要があ

ります。 職員一人ひとりのライフスタイルに合った働きやすい職場環境を整備し、職員のワ

ーク・ライフ・バランスの実現を積極的に推進する必要があります。 

【見直しの理由】 

・ＡＩの普及や働き方改革の進展などの社会情勢の変化にも対応できる職員の育成や業務執行

の体制整備を図っていく。 

 
 

■ 取組方針 

多様化する市民ニーズや行政課題に応えられる能力の向上と目的・課題意識の高い職員の育成

に努め、ワーク・ライフ・バランスを推進することで働きやすい職場環境を実現し、効率的な組

織となるよう業務執行体制の最適化に取り組みます。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

7-3 

職員の資質向上に

よる業務執行体制

の充実 

 

7-3-1 

職員の資質の向上 

職員一人ひとりがその資質を高め、十分に能

力を発揮できるよう、職員の意見を取り入れ

ながら、人材育成に最も有効である「職場内

研修（OJT）」を強化するとともに、「職場外研

修（Off-JT）」を随時見直しながら実施してい

くこと等により、人材育成を進めます。 

7-3-2 

人事･組織の適正管理 

職員の能力が最大限に発揮できるよう適正な

人事配置に努め、市民ニーズに適切かつ迅速

に対応できる組織づくりをめざします。また、

女性職員 性別や年齢にとらわれない管理・監

督職への登用などによる組織の活性化に努め

ます。 

【見直しの理由】 

・幅広い人材登用を目指していく。 

 

■ 関連する計画 

人材育成基本方針（H19～ 2020～） 

 

  



108 

 

7-4 適正かつ効率的な議会活動への支援 

施策統括責任課 

議会総務課 

 

■ めざす姿（成果目標） 

議会及び議員がその役割を果たすために必要な環境が整っている。 
 

■ 成果指標と目標値 

成果指標 単位 
2013 策定時 

基準値 

2018 現在 

基準値 

2024 将来 

目標値 

議会情報が分かりやすく伝えられ
ていると感じている市民の割合 

％ 32.6  39.4 42.5 45.0 

各種の支援によって、円滑な議会
活動が行われていると感じている
議員の割合 

％ 85.4 91.7 87.5 91.7 90.0 

議会または議員へ意見･要望が言
える場や機会が、確保されている
と感じている市民の割合 

％ 18.9 23.5 25.0 30.0 

【見直しの理由】 

 ・現在の実績値 2024 年の目標値を達成した。今度は「議員９割」の維持を目指す。 
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■ 背景と課題 

【背景】 

・地方分権の進展に伴い、地方においては自己決定・自己責任による市政運営が一層拡大してお

り、市政の意思決定を行う議会の果たすべき役割が増大し、責任も重くなっています。 

・本市議会は、議会基本条例に基づき、議会運営の公正性、透明性等を高めて、市民に開かれた

議会となるため、議会報告会や市民との意見交換会などを開催し、説明責任を果たしてきまし

た。 適正かつ効率的な議会運営はもとより、市民にとって身近で透明性のある議会となるよ

う、わかりやすい議会情報の発信や市民意見の収集等に積極的に取り組んできました。 

【課題】 

・議会の政策立案や政策提言に関する機能を強化することが求められています。 

・議会活動への市民の関心を高めるためにＩＣＴ＊等の活用によって、より分かりやすく議会情

報を発信していくことが必要です。 

・市民ニーズを的確に把握するため、より多くの市民の意見等を積極的に収集することが必要で

す。 

・議会機能を維持・充実していくためには、ＩＣＴを活用した議会運営を推進していく必要があ

ります。 

【見直しの理由】 

 ・飛躍的に進展する情報通信技術を活用し、議会運営の充実や効率化を図っていく。 

 

 

■ 取組方針 

議会が、議決機関として、適正かつ効率的な機能を十分発揮できるような にその機能を十分

に発揮できるよう、議会運営へのＩＣＴの活用等、必要な環境整備に取り組みます。 

また、市民に身近で分かりやすく開かれた議会となるため、議会活動状況をホームページや議

会広報誌で積極的に広報し、議会報告会やアンケートの実施によって市民意見を収集するなど、

広報広聴機能が充実するよう支援に取り組みます。 開かれた議会となるよう、ホームページや

議会広報誌等による議会情報の発信、議会報告会等による市民意見の収集等を支援します。 

 

施  策 取組（基本事業） 概    要 

7-4 

適正かつ効率的な

議会活動への支援 

 

7-4-1 

議会活動への支援 

本会議、委員会等が議事機関としての機能を

十分に発揮できるよう、事務の効率化などを

図ります。 その機能を十分に発揮できるよ

う、ＩＣＴの活用等必要な環境整備を図ると

ともに、事務の適正化や効率化等に努めます。 

7-4-2 

議員活動への支援 

議員が市民の代表者として、民意を的確に把

握し、公平･公正な審議ができるよう、必要な

情報提供等の支援を行います。 に努めます。 
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7-4-3 

議会広報広聴への支援 

ＩＣＴ等を有効活用し、議会情報を分かりや

すく市民に伝えるとともに、議会運営に対す

る市民ニーズの把握のための支援を行いま

す。 

【見直しの理由】 

 ・飛躍的に進展する情報通信技術を活用し、議会運営の充実や効率化を図っていく。 

 
                                                             
＊ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略。コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービスなどの総称。近年、ＡＩやロボティクスなどの技術革新が急速に進んでいる。 
 


